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「新型インフルエンザ対策行動計画」の改定等について

(新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議)

最新の科学的知見、諸外国の状況、国会等での議論、関係省庁や新型インフルエンザ専門家会議
での検討を踏まえ、

①「新型インフルエンザ対策行動計画」を全面改定
② 既存の各種指針等の内容を全面的に見直すとともに、整理D体系化し、「新型インフルエンザ対策
ガイドライン」を新たに

新型インフルエンザ対策行動計画 (改定) 新型インフルエンザ対策ガイドライン(策定)

―
一
―

○発生の段階ごとに、対策の考え方、関係省庁の対応、
省庁間の連携・協力等の方針を明記。

※主な改定内容

【目的の明確化】
① 感染拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最小限
にとどめること、

② 社会・経済を破綻に至らせないこと

【新たな「段階」の設定】
従来のWHOによるフェーズに変え、我が国における
対策の転換点の時期を示す5段階を新たに設定

【社会・経済機能の維持】
社会・経済機能の破綻を防止するための取組を強化

○各種対策について、取組の内容や方法、国、自治体、

企業、家庭、地域等の役割分担等を具体的に示し、

国民各層での取組を促すための指針とする。

口水際対策
・検疫体制の整備
。国内での感染拡大防止対策
・医療提供体制の整備
・抗インフルエンザウイルス薬の流通・使用
ロワクチン接種の進め方 (※検討中)
・企業・職場での取組
・個人、家庭及び地域での取組
ロリスクコミュニケーション
ロ埋火葬対策
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新型インフルエンザ対策行動計画 (改定後)の概要

○行動計画に基づき、関係省庁が連携・協力し、発生段階に応じた総合的な対策を推進。

流行規模甲被害想定

○罹患率 全人口の約25%
○医療機関受診患者数 1,300万人～2,500万人
○死亡者数17万人～64万人
○従業員の欠勤最大40%程度
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主たる目的

○感染拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最
小限にとどめる。
○社会・経済を破綻に至らせない。

発生段階ごとの主要な取組

【未発生期】→ 発生に備えた準備
口行政機関口事業者における事業継続計画策定
口感染防止等のリスクコミュニケーションの実施
口医療提供体制の整備
口抗インフルエンザウイルス薬及びプレバンデミック
ワクチンの備蓄

【海外発生期】→ウイルスの侵入防止・在外邦人支援

口総理口全閣僚からなる「新型インフルエンザ対策本部」設置
口検疫の集約化、停留等の開始
口国民 (在外邦人を含む。)への情報提供の強化
・医療従事者等へのプレバンデミックワクチンの接種開始
・パンデミックワクチンの製造開始

【国内発生早期】→感染拡大防止

口感染者の感染症指定医療機関等ヘ

の入院措置
・学校の臨時休業、不要不急の集会
等の自粛要請
・事業者に対する不要不急の業務の

縮小要請

【小康期】
→ 第二波への備え

・対策の評価
・資器材、医薬品の

再配備

【感染拡大期、まん延期、回復期】
→ 健康被害最小化、社会・経済機能の維持

・パンデミックワクチンが製造され次第、接種開始
・社会的弱者への支援
・まん延期には、原則として、全ての医療機関で

重症者を受入れ。軽症者は自宅療養



新型インフルエンザ対策ガイドライン(新規策定)の概要

〇各分野における対策の内容や実施方法、関係者の役割分担等を明記。
○本ガイドラインの周知口啓発により、国、自治体、企業、家庭、地域等における具体的な取組を促進。

―
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ウイルスの国内侵入防止、国内まん延防止

1.水際対策に関するガイドライン
:ウイルスの侵入防止や在外邦人の円滑な帰国の実現に向け、感染症危険情報発出、検疫集約化、入国制限等を実施。

2.検疫に関するガイドライン
:検疫措置(検査、隔離等)の詳細な手順や留意点、関係機関の連携等を示し、実施体制を整備。

3.感染拡大防止に関するガイドライン
:初動対応や地域・職場における対策により、国内でのまん延を可能な限り抑制。

医療の確保

4.医療体制に関するガイドライン
:都道府県における医療提供体制を整備し、発生段階や役割分担に応じた適切な医療を提供。

5.抗インフルエンザウイルス薬に関するガイドライン
:タミフル等の流通体制を整備するとともに、医療機関に対し適切な治療・予防投与の方法を普及。

6.ワクチン接種に関するガイドライン(検討中)
:パンデミックワクチン等の接種対象者、順位及び供給・接種体制等を提示。

国民各層の取組、社会日経済機能の維持等
7.事業者・職場における新型インフルエンザ対策ガイドライン

:事業継続計画の策定等、事業者や職場における社会・経済機能の維持等に向けた取組を促進。
8.個人、家庭及び地域における新型インフルエンザ対策に関するガイドライン

:個人、家庭や地域に求められる準備や発生時における適切な行動を啓発(外出・集会自粛、学校休業等)。
9.情報提供・共有 (リスクコミュニケーション)に関するガイドライン

:国民や関係機関に適切な情報提供を行うことにより、その理解と協力を求め、社会的混乱を防止。
lo.埋火葬の円滑な実施に関するガイドライン

:死亡者が多数となった場合の埋火葬に関する体制を整備。



(ガイドラインの概要 )

可.水際対策に関するガイドライン

海外で新型インフルエンザが発生した場合の水際対策については、次の2つの課題の
両立を可能な限り追求。

【課題】

1.ウイルスの侵入防止を徹底し、国内でのまん
延を可能な限り防ぐ

2.帰国を希望する在外邦人の円滑
な帰国を実現する

|
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【対策の概要】
O WHOがフェーズ4を宣言した場合、直ちに新型インフルエンザ対策本部を設置し、
次の初動対処方針を決定。
※ WHOの宣言前であつても、新型インフルエンザの発生が強く疑われる場合には、関係
閣僚会議を開催し、初動対処方針を決定。

感染症危険情報   在外邦人等に対し、渡航延期、帰国の検討等について情報提供
代替的帰国手段   定期便が運航停止となる場合、在外邦人の帰国手段を確保 (政府

専用機、自衛隊機等 )

外国人の入国制限  査証措置による発生国からの外国人の入国を制限
検疫集約化    発生国からの便を検疫実施空港・港を4空港・3港等に集約化
停留措置     感染のおそれのある入国者を宿泊施設等で、最大10日 間停留
※水際対策については、国内での感染の拡大に応じ、段階的に縮小
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2.検疫に関するガイドライン

水際対策の一環として、ウイルスの国内侵入を可能な限り防止するため、新型インフ

ルエンザ対策本部等の決定に基づき、検疫措置の強化を開始。

【対策の概要】

検疫集約化    発生国からの旅客機・客船に対する検疫の実施を次の空港・港に
集約化
・ 4空港 (成田、関西、中部、福岡)
・ 3港 (横浜、神戸、関門)等

検疫の流れ    旅客機・客船からの検疫前通報 → 機内・船内での健康質問票
配イ寸 → 医師の診察 → 隔離・停留・健康監視

実施体制     関係機関の初動体制、検査体制、患者搬送体制等の整備
情報収集・提供等 情報収集口共有、出入国者への情報提供等
関係機関の連携  入国管理局、税関、警察、海上保安部署、航空会社・旅客船会社

等との情報共有、連携強化

職員の安全確保  感染防止策 (個人防護具等)、 感染曝露の場合の予防投与、家族
への感染防止等

3
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3.感染拡大防止に関するガイドライン

国内で患者が発生した場合、医療機能の維持等の観点から、流行速度を緩めるための

感染拡大防止対策を講ずることが重要。

入院又は   ○ 患者を入院又は自宅療養させ、抗インフルエンザウイルス薬等によ
自宅療養    り適切に治療
患者との接触 O患 者からウイルスの曝露を受けた者に対し、健康観察、外出自粛の
者への要請   要請、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与等を実施
地域対策   ○ 学校、保育施設等の臨時休業

※ 都道府県は、管内で第1例目の患者が確認された時点で、学校等の設置
者に対し、臨時休業を要請。ただし、生活圏や通勤、通学の状況等を勘案し、
市区町村単位で臨時休業の判断を行うこともありうる。
回復期になれば、都道府県は、概ね7日ごとに厚生労働省等と協議して、
臨時休業の解除時期を検討。

○ 集会、催し物、コンサート等不特定多数の者が集まる活動の自粛
○ 外出の自粛、公共交通機関の利用自粛

職場対策   ○ 職場内感染を防止し、出勤する職員を減らしつつ、重要業務を継続
食料品等の  O各 世帯は、最低限の食料品・生活必需品等を備蓄
備蓄     ○ 市区町村は、住民支援 (食料品等の備蓄や配付)を実施

4
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4.医療体制に関するガイドライン

新型インフルエンザの患者に対する治療を効率的口効果的に行うため、医療機関及び者F
道府県等関係機関がそれぞれの役割を踏まえ、相互に連携することが必要。

発生前   ○ 二次医療圏単位で保健所中心に、行政、医師会等関係者による対策会議を設置
○ 医療機関の役割分担を踏まえた体制整備 (発熱外来準備、入院可能病床数試算、
新型インフルエンザの診療を原員1行わない医療機関等 )
○ 医療機関の収容能力を超えた場合の準備 (自宅療養、医療機関間の連携等 )

海外発生期 ○ 慢性疾患等の定期受診患者に長期処方を行う等、受診機会を減らすよう調整
O発 熱相談センターを整備し、住民に周知

国内発生早 ○ 発熱外来を整備し、住民に周知
期     ○ 感染が疑われる者を感染症指定医療機関等に搬送
感染拡大期 ○ 感染症指定医療機関等は、検査、入院治療を実施

まん延期  ○ 感染拡大防止効果が得られなくなった場合、入院措置を中止
○ 発熱相談センター、発熱外来や医療機関は、軽症患者に自宅療養を勧奨

○ 事前の了承の下で、かかりつけ医師は、電話診療により慢性疾患患者の感染の有
無が診断できた場合、FAXにより抗インフルエンザウイルス薬等の処方せんを発行
○ 医療機関は、産科 "小児科など新型インフルエンザ以外の医療の維持に努める。

新型インフルエンザの診療を原則行わない医療機関は、他の診療に専念

回復期   ○ 対策を段階的に縮小。医療従事者に休暇付与
○ 患者数の予測を踏まえ、抗インフルエンザウイルス薬、資器材等を適切に配分

5



|

∞
|

5.抗インフルエンザウイルス薬に関するガイドライン

抗インフルエンザウイルス薬 (タミフル、リレンザ)を効率的・効果的に使用するため、者F
道府県、医療機関、卸売業者等による適切な保管・流通・投与を促す。

【流通調整】

発生前  ○ 地域の安定供給体制の整備 (行政、医療関係者等による委員会設置)
○ 必要以上の購入自粛、流行終息後の返品は認められないことの周知

発生後  ○都道府県は、患者数と使用状況の情報収集を強化
○ 医療機関等による悪質な買占めは、公表
○ 流通備蓄分は、感染症指定医療機関等用に確保するよう、卸を指導。
○ 国及び都道府県の備蓄分は、卸を通じて感染症指定医療機関等に配送。都
道府県備蓄分を先に使用し、不足傾向にある都道府県に対し国備蓄分を配布

【投与方法】

治療方針 ○ 投与量や投与期間等については、専門的知見を踏まえ、随時更新
○ 通常のインフルエンザは投与を控える場合あり

予防投与 ○ 患者の同居者 (感染拡大期以降、要検討)
の対象者 ○ 濃厚接触者、患者と同じ学校、職場等に通う者(感染拡大期以降、見合わせ)

○ ウイルスに暴露した医療従事者や水際対策関係者
○「地域封じ込め」が実施される場合には当該地域の住民

薬剤耐性 ○ リレンザは、ウイルスがタミフル耐性でリレンザに感受性を示す場合に使用
への対応 ○ 効果や薬剤耐性を見ながら、方針を適時適切に修正

6
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6.ワクチン接種に関するガイドライン(検討中 )

※ 平成20年 9月 18日 、関係省庁対策会議において、プレバンデミックワクチン接種の

対象者及び順位に関する案を公表(ワクチン接種の進め方について)。
現在、これに加え、接種体制、費用負担の在り方等について検討しているところであ
り、おつてガイドラインとして取りまとめる予定。

【内容】

① ワクチン接種の基本的考え方(公表済み)

② 先行的なワクチン接種の対象者とその接種順位 (公表済み)

【カテゴリー1】
日発生時に即時に現場で対応する業種“職種 (感染症指定医療機関、水際対策関係者等)

【カテゴリー2】
口新型インフルエンザ対策の意思決定に携わる者 (国口自治体で意思決定に携わる者 )

・国民の生命・健康の維持に関わる業種口職種 (医療、福祉・介護従事者等 )

・国民の安全・安心の確保等に関わる業種・職種 (警察、報道、通信等 )

【カテゴリー3】

・国民の最低限の生活維持に関わる業種口職種 (電気ヨガス・水道、食料品製造口販売等)

③ ワクチンの接種体制(検討虹

④ ワクチン接種の費用負担の在り方(検討中)
7
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7.事業者・職場における新型インフルエンザ対策ガイドライン

感染拡大防止と社会機能維持の観点から、欠勤率が最大40%になることも想定しつつ、
職場での感染防止策を徹底するとともに、重要業務を継続し又は不要不急の業務を縮小日

中止するため、各事業者において事業継続計画を策定することが必要。

職場での感 ○ 飛沫感染口接触感染を念頭とした感染防止策
染防止策    口対人距離(2m)の保持

・手洗い
・咳エチケット
ロ職場の清掃口消毒 等

事業継続計 ○ 危機管理体制の整備
画の策定  。 感染防止策を講じつつ、業務を継続する方法

口在宅勤務、時差出勤、出張日会議の中止
口職場の出入口や訪問者の立入場所の制限
・従業員“入場者の発熱チェック
ロ重要業務の絞り込み、不要不急の業務口感染リスクの高い業務の縮小
口人員計画立案、サプライチエーンの洗い出し等
L代替要員確保のための班交代制の採用

○ 従業員に対する感染防止策の教育を行い、職場に「症状がある場合は、

自宅療養する」という文化を浸透させることが重要。

8
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8.個人、家庭及び地域における新型インフリにンサ
゛
対策ガイドライン

新型インフルエンザによる被害を最小限に抑えるためには、個人、家庭や地域での感
染防止策等の理解、食料品備蓄等の準備、発生時の適切な行動が不可欠。

個人・家庭  (発生前 )
の対応   ○ 情報収集

○ 通常のインフルエンザ対策や咳エチケットの励行
○ 学校休業、不要不急の業務縮小等が行われる場合への準備
02週 間分程度の食料品・生活必需品等の備蓄

(発生時 )

○ 情報収集

○ 感染拡大防止 (マスク着用、外出自粛等 )

O本 人、家族等が発症した場合の対応 (適切な受診、自宅療養等 )
○ 医療の確保への協力 (不要不急の受診の自粛等 )

地域の対応 ○ 集会・催し物の延期、学校等の臨時休業、地域活動への協力等

自治体によ ○ 広報・啓発、相談窓国の設置
る住民生活 ○ 支援を必要とする世帯 (独居高齢者、障害者世帯等)を把握し、医療・福
の支援    祉の確保を含め、生活を支援

○ 食料品・生活必需品等の供給計画を策定し、状況に応じ、住民に配分

9
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9.情報提供・共有 (リスクコミュニケーション)に関するガイドライン

国民一人ひとりが適切に行動できるよう、発生前から、新型インフルエンザに関する正

確な知識、国の対策、感染防止策等を周知。
情報提供の内容、方法、表現等について、あらかじめ検討しておき、発生時には、患者
のプライバシーや人権に配慮しつつ、迅速かつ正確な情報を提供。

【発生時のリスクコミュニケーション】

(国 )

○ 内閣官房・厚生労働省は、毎日複数回、定時の記者発表
○ 厚生労働省はコールセンター設置を検討。関係省庁はホームページにより情報提供

(都道府県)
○ 定例記者会見、ホームページによる情報提供、相談窓口設置(119番、発熱相談セン

ターとの役割分担と連携)

(市町村)
○ 域内の発生状況、対策、交通機関の運行状況等の情報提供、生活相談を含む相談
窓回の設置

【発生地域等の公表】

○ 新型インフルエンザが発生した場合、発生した市区町村名を公表
○ 患者のプライバシー保護に十分留意し、個人が特定される情報は公表せず
○ 公衆衛生対策上必要な場合、患者が滞在した場所、時期、移動手段等を発表

10
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10.埋火葬の円滑な実施に関するガイドライン

死亡者が多数にのばったとしても、公衆衛生上の問題が生ずることのないよう、埋火

葬を円滑に実施できる体制を整備。

未発生段階 ○ 都道府県は、火葬能力・遺体安置可能数の調査を行い、市区町村、
近隣都道府県等と情報共有
○ 都道府県は、個人防護具や火葬場での消耗品等を確保できるよう準備

まん延段階 O都 道府県は、随時火葬の状況を把握し、市区町村、近隣都道府県と情
報共有

○ 都道府県は、火葬場に対し、可能な限り火葬炉を稼働するよう要請
○ 都道府県は、遺体搬送及び火葬作業に従事する者のための個人防護

具、遺体搬送のための非透過性納体袋を確保

○ 市区町村は、火葬場の火葬能力を超えた場合、臨時遺体安置所におい

て遺体を適切に保存
○ 市区町村は、火葬の実施まで長期間かかる場合、遺体を消毒した上で、

墓地に埋葬。

○ 都道府県は、埋葬可能な墓地がない場合、公共用地を臨時の公営墓地
とする。



参考資料 3-1

平成 21年 4月 28日版基本的対処方針

政府は、新型インフルエンザの発生は、国家の危機管

理上重大な課題であるとの認識の下、これまでのメキ

シコ等において発生した豚インフルエンザヘの対策を

更に強化、総力を挙げて取り組むこととし、次の措置

を講ずることを決定した。

―.国際的な連携を密にし、諸外国における罹患の状況、

WHOや 諸外国の対応状況、新型インフルエンザウイ
ルスの特徴等に関する情報収集に最大限の努力を払

い、国民に迅速かつ的確な情報提供を行うとともに、

間い合わせに対し、厚生労働省 日外務省や自治体等の

相談窓口において適切に対応する。

二.在外邦人に対し支援を行うこと及びウイルスの国内

侵入をできる限り防止することを目的として、以下の

水際対策を実施する。

(― )メ キシコヘの渡航延期を勧告する感染症危険情報

の発出

(二 )メ キシコ等の在外邦人に対する情報提供、タミフ

ルが医療機関から払底した場合の在外邦人への提供
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等支援の強化

(三 )メ キシコからの邦人の帰国を支援するための諸対

策の推進

(四 )検疫 日入国審査の強化、空港における広報活動の

ヨ童化

(五)メ キシコからの入国者に関する査証審査の厳格化

(六)発生国から入国した感染者や感染したおそれの

ある者に対する隔離・停留及び空港等における

警備強化

三.ウイルス株を早急に入手し、パンデミックワクチン

の製造に取り組む。

四.新型インフルエンザ患者の国内での発生に備え、引

き続き、以下の対策を実施する。

(― )保健・医療分野を始めとする全ての関係者に対す

る的確な情報提供

(二)発熱相談センターと発熱外来の設置の準備

(三)国内サーベイランスの強化

(四 )電気・ガス・水道、食料品・生活必需品等の事業

者に対する供給体制の確認や注意喚起
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参考資料 3-2

平成 21年 5月 1日改訂版
基本的対処方針

政府は、新型インフルエンザの発生は、国家の危機管

理上重大な課題であるとの認識の下、新型インフルエ

ンザヘの対策に総力を挙げて取り組むこととし、次の

措置を講ずることを決定した。

一.国際的な連携を密にし、諸外国における罹患の状況、

WHOや 諸外国の対応状況、新型インフルエンザウイ
ルスの特徴等に関する情報収集に最大限の努力を払

い、国民に迅速かつ的確な情報提供を行うとともに、

問い合わせに対し、厚生労働省 日外務省や自治体等の

相談窓口において適切に対応する。

二.在外邦人に対し支援を行うこと及びウイルスの国内

侵入をできる限り防止することを目的として、各国に

おける感染の度合いを勘案し、以下の水際対策を実施

する。

(― )メ キシコ等発生回への感染症危険情報の発出

(二)メ キシコ等発生国の在外邦人に対する情報提供、

タミフルが医療機関から払底した場合の在外邦人へ

の提供等支援の強化

(三 )メ キショ等発生国からの邦人の帰国を支援するた
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めの諸対策の推進

(四)検疫 日入国審査の強化、空港における広報活動の

]童化

(五)必要に応じ、メキシコ等発生国からの入国者に関

する査証審査の厳格化

(六)メ キシコ等発生国から入国した感染者や感染し

たおそれのある者に対する隔離・停留及び空港

等における警備強化

三.ウイルス株を早急に入手し、検査法の確立、病原性

等の解析及びパンデミックワクチンの製造に取り組

む。

四.新型インフルエンザの疑いのある患者の届出があっ

たことを踏まえ、患者の国内での発生に備え、以下の

対策に万全を期する。

(― )保健・医療分野を始めとする全ての関係者に対す

る的確な情報提供

(二)発熱外来の早急な整備

(三)国内サーベイランスの強化

(四 )疑いのある患者への迅速 目的確な医療の提供

(五)電気 ロガス・水道、食料品・生活必需品等の事業

者に対する供給体制の確認や注意喚起
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五.国内で患者が発生した場合には、ウイルスの特徴

や感染拡大の恐れに応じて、四に加え、弾力的、

機動的に以下の措置を講ずる。

(― )積極的疫学調査の徹底

(二 )患者や濃厚接触者が活動した地域等における感

染拡大防止措置の徹底

○ 外出にあたってのマスク着用、うがい、手洗
い、咳エチケットの徹底等の呼びかけ

○ 不要不急の外出自粛の要請
○ 時差出勤や自転車・徒歩等による通勤の要請
○ 集会、スポーツ大会等の開催自粛の要請
○ 必要に応じ、学校・保育施設等の臨時休業の
要請

○ 事業者に対し不要不急の事業の縮小の要請
(三 )抗インフルエンザウイルス薬等の円滑な流通と

適切な使用

(四 )医療従事者や初動対処要員等の保護
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参考資料 3-3

「基本的対処方針」の実施について

平成21年 5月 16日

新型インフルエンザ対策本部専門家諮問委員会

1  はじめに

本日、新型インフルエンザ (A/H¬ Nl)患 者が国内で発生したが、渡航
歴もなく、これまでの患者や停留者との接触もないため、地域での感染が始ま

つた可能性が高い。しかも、今回は軽微な症状を呈する感染者が多いので国内

での感染拡大のおそれがある。これは、新型インフルエンザウイルスが国内に

侵入し、国内における感染の状況が、第 2段階 (国内発生早期)と なったとい

うことである。

今回の新型インフルエンザの感染力は、季節性インフルエンザと同様に感染

性は強いが、諸外国においては、多くの患者が軽症のまま回復しており、我が

国のこれまでに確認された 4名 についても同様であつた。

治療については、抗インフルエンザウイルス薬の効果があると報告されてい

る。

しかし、基礎疾患 (糖尿病等)のある人たちを中心に重症化する傾向があり、

死亡例も報告されている。

以上のことから、

① 感染の更なる拡大を防ぐこと。

② 特に、基礎疾患のある者など重症化しやすい人が新型インフルエンザに感

染して死亡することを防ぐことに努力を集中すべきである。

このため、国、地方自治体、保健医療関係者、国民全員が協力し、

① 国内発生早期においては、感染の疑いのある例についてはすべて検査し、

感染が強く疑われる場合には、軽症・重症を問わず措置入院し、更なる感

染の拡大を防ぐ。

② 感染の拡大が進んだ段階においては、多〈の軽微な感染者が発生し、医療

機関に殺到する可能性がある。したがつて、医療機関においては基礎疾患

のある人が重症化しないよう医療供給体制の充実と各医療機関の機能の

明確化を図ることが重要である。また、軽症の患者については、自宅での

療養、医療従事者の訪間、あるいは、発熱外来への受診の徹底によリー般

の患者と接触しないような工夫など、地域の実情に応じた対応を行う。
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専門家諮問委員会としては、現在、知られている新型インフルエンザウイル

スの性状等を踏まえ、基本的対処方針の実施に関しては、以下の点について、

柔軟で弾力的な運用を行うよう提言する。

2 社会生活上の取組みについて
以下の各項目については十分に留意 し、適切な対応をとるよう、政府は関

係者・国民に周知徹底するべきである。

O マスクの着用等
→ 個人における感染防止策の徹底は極めて重要であり、引き続き手洗い、
人混みでのマスク着用、咳エチケットの徹底、うがい等を行う。

※屋外等の解放空間においては、相当な人混みでない限 リマスクを着用

する意味はない。電車やバスの中等の換気が悪く閉鎖的な空間の中では

マスクを着用することで周囲の人の咳や くしやみによる飛沫を防ぐ意味

がある。また、他の人への咳エチケッ トとしてマスクを着用することが

望ましい。

○ 外出
→ 現時点では一律に外出を控えなくてもよい。個人は、人混みはなるベ

く避けることなどに引き続き注意する。

○ 通勤・通学
→ 現時点では一律の時差通勤等をしなくてよい。個人は、通学も含め、
なるべくラッシユ時を避けるなど、感染機会を減らす努力を行う。また、

事業者・学校は、時差通勤 =通学を容認するなど、通勤・通学に際して

従業員・生徒の感染機会が減るように工夫する。

○ 集会、スポーツ大会等
→ 現時点では一律の自粛は要請しない。主催者は、当該イベントの趣旨・

必要性等を勘案し、総合的に判断すること。

○ 学校・保育施設等
→ 患者が学校・保育施設等に通う生徒・児童等の場合、その地域 (市町
村の一部又は全域、場合によつては都道府県全域)の学校等については

臨時体業することを原貝Jと する。ただし、大学については、一律の体業
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を要請せず、各大学において感染が拡大しないように努める。

一方、患者が学校・保育施設等に通う生徒・児童等でない場合、 2次

感染患者が発生し、さらに感染拡大のおそれがある場合には、同様に臨

時体業を行う。

また、臨時休業の終了時期については、新型インフルエンザの発生状

況に応じ、1週間ごとに検討を行う。

保育施設の休業に際しては、保育所に子供を通わせている従業員の勤

務について、事業所は配慮する。

○ 事業者
→ 現時点では一律の事業の縮小については要請しない。事業者は、事業
を適切に継続できるようにするとともに、感染ができる限り拡大しない

事業運営を行うこととすべきである。

3 国内発生が見られた後の医療について
<医療機関への受診>

○第 2段階 (国内発生早期)か らは、この時期最大の目標として軽症・重症
を問わず、すべて検査を行い感染が強く疑われた例はすべて措置入院とし

感染拡大しないようにする。同様に重症例の治療に全力を注ぐことが必要

である。そのために、発熱や咳などのインフルエンザ様症状が見られた場

合には、まず「発熱相談センター」に相談のうえ、「発熱外来」を受診す

る。

○政府としては国民にこの趣旨を周知徹底し、「発熱相談センター」や「発

熱外来」の利用について理解と協力を求める努力をすべきであり、国民も

「感染により重症化しやすい人の命を守る」という政府の方針に積極的に

協力すべきである。

○第 3段階 (まん延期)では、多くの軽症例が発生するために、病院におけ
る治療は重症例のみに集中すべきである。更にこの時期では新型インフル

エンザの患者を指定医療機関だけで治療することは、収容能力の上からも、

また、感染防止対策としてもその意義は薄く、一般の医療機関も含め全て

の医療機関で新型インフルエンザの治療に対応する。ただし、こうした医

療機関では新型インフルエンザとして収容されている患者と他の患者との

接触を断つことに十分留意すべきである。
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○ 多くの軽症患者が一般の医療機関に殺到すれば、基礎疾患があり重症化し

やすい人に感染の危険が及ぶことになる。このため、軽症の患者へは、出

来るだけ医療機関への受診を控えて、地域の実情にあった方法、例えば自

宅で療養するなど協力を求める。その際、自宅待機する患者に対しては、

治療薬の宅配、医療関係者の訪間など、地域毎に患者の視点に立った対応

が準備されているところもあり、他の自治体もそのような事例を参考にし

て、患者が協力しやすい医療体制を整備すべきである。また、病院と診療

所はそれぞれの役害1、 及び責任分担を行い、軽症者と重症者の治療に混舌L

のないよう連携を図るべきである。

<抗インフルエンザウイルス薬>
0第 2段階 (国内発生早期)では、感染者に対 して治療の目的でタミフル等
の抗インフルエンザウイルス薬を投与するが、更に、濃厚接触者やウイル

スに暴露した疑いのある医療従事者、初動対応者等に対 し、抗インフルエ

ンザウイルス薬の予防投与が行われる。

○もっとも感染の危険性があるのは患者の同居者であるが、そのほかにも疫

学調査で感染の危険性が高いと指摘された者 (同 じ学校、同じ職場の濃厚

接触者など)については患者の行動範囲を考慮して予防投与が行われる。

O第 3段階 (感染拡大期)では、抗インフルエンザウイルス薬を治療として
使用する事に優先した方が良いため、予防投与は基本的に行わない。ただ

し、例外として、家族等に感染により重症化しやすい人が含まれる場合等

には予防投与があり得る。

Oいずれにせよ、感染拡大期以降では、治療に必要な抗インフルエンザウイ
ルス薬が十分確保されることが重要である。予防投与は感染により重症化

しやすい人などに例外的に行われるべきであり、この点について国民の理

解を深めていくことが必要である。

4 おわ りに
新型インフルエンザ対策は、国・自治体・医療関係者・国民が一体となつ

て協力することによりはじめて成果が上げられる。限られた医療資源を効

果的に運用するためにも、上記の医療体制について国民の十分な理解が得

られるよう、国・自治体・医療関係者はあらゆる努力をすべきである。
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参考資料 3-4

平 成 21年 5月 22日
新型インフルエンザ対策本部

基本的対処方針

政府においては、今回の新型インフルエンザの発生は、

国家の危機管理上重大な課題であるとの認識の下、その

対策に総力を挙げて取り組んでいるところであるが、現

在、兵庫県、大阪府等で患者数が急増している状況にあ

る。

今後、国内で感染が拡大していく事態も想定に入れな

がら、国内対策を強化していく必要がある。

今回の新型インフルエンザ (A/HlNl)は 、
① 感染力は強いが、多くの感染者は軽症のまま回復
しており、

② 抗インフルエンザウイルス薬の治療が有効であ
るなど、

季節性インフルエンザと類似する点が多い。

他方、季節性インフルエンザとの最大の違いは、季節

性インフルエンザでは、高齢者が重篤化して死亡する例

が多いのに対し、今回の新型インフルエンザでは、海外

の事例によれば、基礎疾患 (糖尿病、ぜん息等)を有す
1
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る者を中心に重篤化し、一部死亡することが報告されて

いる。

政府の現行の「新型インフルエンザ対策行動計画」等

については、強毒性の鳥インフルエンザ (H5Nl)を
念頭に策定されたものであるが、今回のウイルスの特徴

を踏まえると、①国民生活や経済への影響を最小限に抑

えつつ、感染拡大を防ぐとともに、②基礎疾患を有する

者等を守るという目標を掲げ、対策を講じることが適当

である。

このため、今後も行動計画をそのまま適用するのでは

なく、この基本的対処方針により、地域の実情に応じた

柔軟な対応を行つていく必要がある。

政府としては、自治体、医療機関、事業者や関係団体

と連携・協力し、国民の協力を得ながら、当面、次の措

置を講ずることとする。

―.国内外の情報収集と国民への迅速かつ的確な情報提

供を行う。

(―)国際的な連携を密にし、WHOや外国の対応状況
等に関する情報収集に努力する。

(二)国内サーベイランスを強化し、各地の感染状況を

迅速に把握するとともに、患者や濃厚接触者が活動
2
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した地域等の範囲について国民に迅速に情報提供を

イテう。

二.患者や濃厚接触者が活動した地域等において、地域

や職場における感染拡大を防止するため、次の措置を

講ずる。

(一 )積極的疫学調査を徹底する。

(二 )外出については、自粛要請を行わない。ただし、

外出に当たつては、人混みをなるべく避けるととも

に、手洗い、混み合つた場所でのマスク着用、咳工

チケットの徹底、うがい等を呼びかける。

(三 )事業者や学校に対し、時差通勤・時差通学、自転

車通勤・通学等を容認するなど従業員や児童・生徒

等の感染機会を減らすための工夫を検討するよう

要請する。

(四 )集会、スポーツ大会等については、一律に自粛要

請は行わない。ただし、主催者に対し、感染の広が

りを考慮し、当該集会等の開催の必要性を改めて検

討するとともに、感染機会を減らすための工夫を検

討するよう要請する。

(五 )学校・保育施設等の臨時休業の要請についての運

用指針は、厚生労働大臣が別途定める。 (「医療の
3
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確保、検疫、学校・保育施設等の臨時休業の要請等

に関する運用指針」参照。)

(六)事業者に対しては、事業自粛の要請を行わない。

ただし、事業運営において感染機会を減らすための

工夫を検討するよう要請する。

三.医療の確保についての運用指針は、厚生労働大臣が

別途定める。 (「医療の確保、検疫、学校 口保育施

設等の臨時休業の要請等に関する運用指針」参照。)

四.患者や濃厚接触者が活動した地域等への抗インフル

エンザウイルス薬、検査薬、マスク等の円滑な供給

を関連事業者に要請する。

五.患者や濃厚接触者が活動した地域等における国民生

活の維持を図る。

(― )電気・ガス・水道、食料品・生活必需品等の事業

者に対する供給体制の確認や事業継続に向けた注

意喚起を行う。

(二 )従業員の子ども等が通う保育施設等が臨時休業に

なった場合における当該従業員の勤務について、事

業者に対し、配慮を行うよう要請する。また、医療

従事者等の子ども等が通う保育施設等が臨時休業

となった場合、保育等を確保するための方策を講ず
4
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る。

(三 )在宅の障害者や高齢者等について、必要に応じ状

況を踏まえて支援を行う。

六.パンデミックワクチンの早急な開発・製造に取り組

む。

七.今回のウイルスの特徴を踏まえ、水際対策のあり方

を見直す。

(―)検疫についての運用指針は、厚生労働大臣が別途

定める。 (「医療の確保、検疫、学校 口保育施設等

の臨時休業の要請等に関する運用指針」参照。)

(二)海外発生国の状況に応じた感染症危険情報を適宜

発出するとともに、海外発生国の在外邦人に対する

支援を行う。

八.必要に応じ、次の措置を講ずる。

(― )食料品・生活必需品等の購入に当たっての消費者

の適切な行動を呼びかける。

(二 )社会混乱に乗じた各種犯罪の取締り等治安の維持

に当たる。

5

-27-



参考資料 3-5

平 成 21年 10月 1日
新型インフルエンザ対策本部

基本的対処方針

政府においては、新型インフルエンザの発生は、国家

の危機管理上重大な課題であるとの認識の下、その対策

に総力を挙げて取り組んでいるところである。

今回の新型インフルエンザ (A/Hl Nl)については、既

に本格的な流行期に入つており、引き続き感染が拡大し

ている。3月 15日 には、国内初の新型インフルエンザ確

定患者が亡くなられた。今後、国内で感染者数が大幅に

増大するにつれて、さらに重症例、死亡例が発生する事

態に備え、必要な対策を実施していく。

今回の新型インフルエンザは、

① 感染力は強いが、多くの感染者は軽症のまま回復
していること、

抗インフルエンザウイルス薬による治療が有効で

あること等、

季節性インフルエンザと類似する点が多い。

他方、季節性インフルエンザとの最大の違いは、季節

性インフルエンザでは、高齢者が重篤化して死亡する例
1
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が多いのに対し、今回の新型インフルエンザでは、基礎

疾患 (ぜんそく、糖尿病等)を有する者を中心として、

また現時点では数が少ないものの健常な若年者の一部に

おいても、重篤化し、死亡する例が見られることである。

今回のウイルスの特徴を踏まえると、①国民生活や経

済への影響を最小限に抑えつつ、感染拡大を防ぐととも

に、②重症者や重篤化しやすい基礎疾患を有する者等を

守るという目標を掲げ、対策を講じることが適当である。

国内で感染が拡大している中で、感染者の急激な増大

を可能な限り抑制し、社会活動の停滞や医療機関の負担

を可能な限り減らし、重症者への医療を確保するため、

国、地方公共団体、医療機関、事業者や関係団体、国民

がそれぞれの役割の下に、的確な対応を行つていく必要

がある。

政府としては、地方公共団体、医療機関、事業者や関

係団体と連携・協力し、国民の協力を得ながら、当面、

次の措置を講ずることとする。

一。国内外の情報収集と国民への迅速かづ的確な情報提

供を行う。

(―)国際的な連携を密にし、WHOや 外国の対応状況
等に関する情報収集に努力する。

2
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(二)国内の感染状況について、サーベイランス事業等

を有効に活用し、その動向を適切に把握するととも

に、国民に迅速かつ的確な情報提供を行う。

(三)感染防止策や発症した場合の医療機関への受診方

法等流行に備えて各人が行うべきことを国民に周知

し、広く注意喚起を行う。

二.地域や職場における感染拡大を防止するため、次の

措置を講ずる。

(― )外出に当たっては、人混みをなるべく避けるとと

もに、手洗い、うがい等を呼びかける。咳等の症状

のある者には、感染拡大を防ぐために、なるべく外

出を避けるとともに、咳エチケットの徹底、混み合

つた場所でのマスク着用を呼びかける。

(二 )事業者や学校に対し、時差通勤・時差通学、自転

車通勤・通学等の容認、発熱者に休暇取得を促すこ

と等、従業員や児童・生徒等の感染機会を減らすた

めの工夫を検討するよう要請する。

(三)集会、スポーツ大会等については、主催者に対し、

感染機会を減らすための工夫を検討するよう要請す

る。

(四 )学校・保育施設等の臨時休業の要請については、
3
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学校口保育施設等で患者が発生した場合等において、

都道府県等は、当該学校・保育施設等の設置者等に

対し、必要に応じ臨時体業を要請することとし、そ

の詳細については、厚生労働大臣が別途運用指針を

定める。 (「医療の確保、検疫、学校・保育施設等

の臨時休業の要請等に関する運用指針」参照。)

(五)事業者に対しては、事業運営において感染機会を

減らすための工夫を検討するよう要請する。

三.感染拡大を防止し、基礎疾患を有する者等を守り、

患者に対する適切な医療を提供するため、次の措置を

講ずる。

(― )重症者の救命を最優先とし、発生動向に応じた外

来診療体制の整備や重症患者の増加に対応できる病

床を確保するよう、関係機関に医療体制の整備を要

請し、支援を行う。

(二)ワクチンの確保、接種等については別途方針を定

める。 (「新型インフルエンザ (A/Hl Nl)ヮクチン

接種の基本方針」を参照。)

(三)抗インフルエンザウイルス薬、検査薬、マスク等

の円滑な供給を関連事業者に要請する。

(四 )医療の確保については、上記 (― )を踏まえ、そ
4
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の詳細については、厚生労働大臣が別途運用指針を

定める。 (「医療の確保、検疫、学校・保育施設等

の臨時休業の要請等に関する運用指針」参照。)

四.患者が急増した地域等における国民生活の維持を図

る。

(―)電気・ガス・水道、食料品・生活必需品等の事業

者に対する供給体制の確認や事業継続に向けた注意

喚起を行う。

(二)従業員の子ども等が通う保育施設等が臨時休業に

なつた場合における当該従業員の勤務について、事

業者に対し、配慮を行うよう要請する。また、医療

従事者等の子ども等が通う保育施設等が臨時休業と

なった場合、保育等を確保するための方策を講ずる。

(三)在宅の障害者や高齢者等について、必要に応じ状

況を踏まえて支援を行う。

五.水際対策として次の措置を講ずる。

(―)検疫については、入国者に対する感染防止や発症

した際の医療機関への受診を引き続き周知徹底する

こととし、その詳細については、厚生労働大臣が別

途運用指針を定める。 (「医療の確保、検疫、学校・

保育施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針」
5
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参照。)

(二)海外発生国の状況に応じた感染症危険情報を適宜

発出するとともに、海外発生国の在外邦人に対する

支援を行う。

六.必要に応じ、次の措置を講ずる。

(―)食料品・生活必需品等の購入に当たっての消費者

の適切な行動を呼びかける。

(二)社会混乱に乗じた各種犯罪の取締り等治安の維持

に当たる。

(三)国連及びWHOの要請を受けて、途上国における
新型インフルエンザ対策に対する支援を行う。
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参考資料 4

確認事項

平 成 21年 5月 16日

新型インフルエンザ対策本部幹事会

政府は、新型インフルエンザの発生は、国家の危機管

理上重大な課題であるとの認識の下、新型インフルエ

ンザヘの対策に総力を挙げて取り組むこととし、メキ

シコでの発生が確認されて以来、情報の収集と提供、

在外邦人の支援とウイルスの国内侵入の防止を目的と

した水際対策等を実施してきた。

この間に確認された海外の症例等を見ると、今回の

新型インフルエンザについては、通常の季節性インフ

ルエンザと同様に感染性は強いが、多くの方が軽症の

まま回復したことが確認されている。

しかし、基礎疾患のある者を中心に、重症化する傾

向があり、死亡例も報告されている。

本日、新型インフルエンザの患者が国内で確認され、

地域における感染が始まつた可能性が高いことから、

基本的対処方針 (平成 21年 5月 1日新型インフルエン

ザ対策本部決定)を踏まえ、自治体、医療機関、事業
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者や関係団体と連携・協力し、国民の協力を得て、当

面、次の措置を講ずる。

一.広範な情報収集と国民に対する迅速かつ的確な情報

提供を行う。

(―)ウイルスの感染力や病原性、検査方法、感染防止

策、治療方法等に関する正確な情報提供を行う。

(二)国内サーベイランスを強化する。

(三)問い合わせに対し、発熱相談センターや自治体、

厚生労働省や外務省等の相談窓口において適切に対

応する。

二.国内での患者発生に対応した医療体制の整備等を早

急に進める。

(― )発熱外来の整備を進める。整備の方法については、

各自治体が地域の実情を踏まえ、適切かつ柔軟に判

断する。

(二 )抗インフルエンザウイルス薬等の円滑な流通を確

保する。

(三 )患者との濃厚接触者や、医療従事者、初動対処

要員等のうち感染防止策が不十分なため、ウイル

スに暴露した疑いのある者に対し、抗インフルエ

ンザウイルス薬の予防投与を行う。
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三.地域や職場における感染拡大を防止するため、患

者や濃厚接触者が活動した地域等において、次の

措置を講ずる。

(―)積極的疫学調査を徹底する。

(二)外出に当たつては、人混みをなるべく避けると

ともに、手洗い、混み合った場所でのマスク着用、

咳エチケットの徹底、うがい等を呼びかける。

(三 )事業者や学校に対し、時差通勤・時差通学、自

転車通勤・通学等を容認するなど従業員や児童・

生徒等の感染機会を減らすための工夫を検討する

よう要請する。

(四 )集会、スポーツ大会等については、一律の自粛

要請は行わないが、主催者に対し、感染の広がり

を考慮し、当該集会等の開催の必要性を改めて検

討するとともに、感染機会を減らすための工夫を

検討するよう要請する。

(五)学校 (大学を除く。以下同じ。)・ 保育施設等

については、児童・生徒等を通じて感染源となり

やすいことから、発生した患者が学校・保育施設

等に通う児童・生徒等である場合、人口密度や生

活圏域等を考慮しつつ、原則として、市区町村の
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T部又は全域、場合によっては都道府県全域の学

校 口保育施設等の臨時休業を要請する。また、発

生した患者が児童・生徒等以外である場合であっ

ても、二次感染が生じ、さらに感染拡大のおそれ

があるときは、同様に、学校・保育施設等の臨時

休業を要請する。なお、臨時休業は、基本的には、

発生段階が回復期に至るまでは継続することにな

るが、疫学的情報を踏まえ、各都道府県において

1週間ごとに検討を行う。大学に対しては、休業

も含め、できる限り感染が拡大しないための運営

方法を工夫するよう要請する。

なお、従業員の子ども等が通う保育施設等が臨

時休業になった場合における当該従業員の勤務に

ついて、事業者に対し、配慮を行うよう要請する。

(六 )事業者については、事業運営において感染機会

を減らすための工夫を検討するよう要請する。

四.水際対策としての検疫日入国審査及び発生国におけ

る在外邦人に対する支援に引き続き取り組む。

五.ウイルスの病原性等の解析及びパンデミックワクチ

ンの開発に取り組む。

六.電気・ガス・水道、食料品・生活必需品等の事業者
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に対し、供給体制の確認や事業継続に向けた注意喚

起を行う。

七.必要に応じ、次の措置を講ずる。

(― )食料品 口生活必需品等の購入に当たっての消費

者の適切な行動を呼びかける。

(二)社会混乱に乗じた各種犯罪の取締り等治安の維

持に当たる。
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参考資料5-1

医療の確保、検疫、学校・保育施設等の 平成21年 5月 22日版

臨時休業の要請等に関する運用指針

1.基本的考え方

(今回の新型インフルエンザの性質)

今回の新型インフルエンザ (A/HlNl)は 、
① 感染力は強いが、多くの感染者は軽症のまま回復しており、
② 抗インフルエンザウイルス薬の治療が有効である
など、季節性インフルエンザと類似する点が多い。

他方、季節性インフルエンザとの最大の違いは、季節性インフルエ

ンザでは、高齢者が重篤化して死亡する例が多いのに対し、今回の新
型インフルエンザでは、海外の事例によれば、基礎疾患 (糖尿病、ぜ
ん虐、等)を有する者を中心に重篤化し、一部死亡することが報告され
ている。

潜伏期間は 1日 から7日 とされている。

(我が国の患者発生状況)

患者の発生状況は現在のところ、兵庫県、大阪府等で患者数が急増
している状況にある.今後、感染が拡大していけば、基礎疾患を有す
る者等への対応にさらに注意を払う必要がある。

ちなみに、現時点では、患者は、特定の年齢層 (高校生・中学生)
が中心である。

(基本的考え方 )

今後の新型インフルエンザ対策については、これまでの国内外の疫
学的知見を参考にすると、対策の目的は二つに集約される。

すなわち、
・ 感染のさらなる拡大を防ぐこと
・ 特に、基礎疾患を有する者等重症化しやすい人が新型インフルエ

ンザに感染して重篤な状況になることを防ぐことに努力を集中する
こと

-39-



を目的として対策を講じる。

「新型インフルエンザ対策行動計画」では、各段階ごとに対策が定

められている。一方、兵庫県、大阪府等の経験で得られた疫学的知見

に基づくと、各地域の感染レベルが異なる現時点では、行動計画をそ
のまま適用するのではなく、第二段階 (特に感染拡大期及びまん延期 )
にとることとされている対策を弾力的に行うことも必要である。

運用においては、感染者・患者の発生した地域を以下のとおり、大

きく2つのグループに分けることができる。どちらの地域であるかは、
厚生労働省と相談の上、各都道府県、保健所設置市等が判断する。

2 地域における対応について

(1)感染の初期、患者発生が少数であり、感染拡大防止に努めるべき
地域

① 発生患者と濃厚接触者への対応

患者 (患者と疑われる者を含む。)については、新たに濃厚接触に
よる感染者を増やさないよう、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律 (平成 10年法律第 114号)に基づき、感染症
指定医療機関等への入院とし、抗インフルエンザウイルス薬を用いて

適切に治療し、新たな感染を防ぎ、感染源を減らすよう努める。

積極的疫学調査を実施し、患者の濃厚接触者に対し、外出自粛など

感染者を増やさないような行動を要請すると同時に、抗インフルエン

ザウイルス薬の予防投与と健康観察を行う。これにより、患者からウ

イルスの暴露を受けた者が、新たな患者となり、地域内に感染を拡大

させることを防止する。

また、医療従事者や初動対処要員等がウイルスに暴露し、感染した

可能性が高い場合には、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を行

うЭ
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② 医療 口発熱外来

患者については、インフルエンザ様症状が見られた場合には、まず

は、発熱相談センターに電話で相談し、その後、指示された発熱外来

を受診する。

③ 学校 口保育施設等

感染の初期においては、学校 (大学を除く。以下同じ)・ 保育施設

等の臨時休業は感染拡大防止に効果がある。 したがつて、発生した患
者が学校・保育施設等に通う児童 。生徒等である場合、また、発生し

た患者が児童・生徒等以外であつても、二次感染が生じ、さらに感染

拡大のおそれがある場合、学校・保育施設等については、市区町村の

一部又は全部、場合によつては都道府県の全部での臨時休業を要請す

る。

休業の要請については、一週間ごとに検討を行い、感染状況を踏ま

え、症状がある者を休ませるなど感染防止策の徹底を前提とした上で、

臨時休業の解除を要請する。

解除後に患者が発生した学校・保育施設等については、個別に臨時

休業を要請する。

大学に対しては、休業も含め、できる限り感染が拡大しないための

運営方法を工夫するよう要請する。

(2)急速な患者数の増加が見られ、重症化の防止に重点を置くべき地
域

① 発生患者と濃厚接触者への対応

当該地域においての感染対策の最大の目標は、基礎疾患を有する者

等の重篤化を最小限に抑えることである。

基礎疾患を有する者等は初期症状が軽微であっても優先して入院治

療を行うЭ

また、基礎疾患を有する者等であるかどうか明確でない人でも重症

化の兆候が見られたら、速やかに入院治療を行 う。一方、軽症者は、

自宅で服薬、療養し、健康観察を実施する。
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自宅療養する軽症者の家族の中で基礎疾患を有する者等がいる場合

は、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を行うЭ

その他は、予防投与は行わない。

基礎疾患を有する等の医療従事者や初動対処要員等がウイルスに暴

露し、感染した可能性が高い場合には、抗インフルエンザウイルス薬
の予防投与を行 う。

② 医療 口発熱外来

患者数の増加に伴い、発熱外来の医療機関数を増やす。

関係者の協力の下、対応可能な一般の医療機関においても、発熱外

来の機能を果たすとともに、患者の直接受診を行うことを可能とする。

この場合、外来においては、一般の患者と新型インフルエンザ患者
が動線にて交わらないよう、入口等を分ける、あるいは診療時間帯を

分けるなど最大の注意を払う。特に、基礎疾患を有する者等へ感染が

及ばないよう十分な感染防止措置を講ずる。

また、入院についても、当該地域においては、感染症指定医療機関

以外の一般病院でも、重症者が入院する可能性があるので、一般病院

においても重症者のための病床を確保する。その場合も、特に入院中
の基礎疾患を有する者等への感染防止に努める。

③ 学校・保育施設等

地域において急速に患者数が増加している場合には、広範囲の地域
で学校・保育施設等の臨時休業を行うことは、感染拡大防止には効果
が薄い。しかし、学校・保育施設等で患者が多く発生した場合、当該

学校・保育施設等の児童・生徒等を感染から守るために、当該学校・

保育施設等について、その設置者等の判断により臨時体業を行 う。つ

まり、季節性インフルエンザと同様の対応となる。

大学に対しては、休業も含め、できる限り感染のスピー ドを遅らせ

るための運営方法を工夫するよう要請する。

3.確定診断について
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今回の新型インフルエンザは季節性インフルエンザと症状が似てい

ることにかんがみ、患者が発生していない地域であつても、学級閉鎖

などインフルエンザ様症状を有する者の増加等が見られる場合、新型

インフルエンザかどうかを判別するために、新型インフルエンザウイ

ルスの確定診断のための検査 (PCR検査)を積極的に活用し、感染
の実態をいち早く把握することが重要である。

一定以上の患者が発生している場合、PCR検 査については、新た
な地域での患者発生を把握する観点から、患者が発生していない地域

からの検体を優先して検査を実施するなど、検査に優先順位をつけて

運用して差し支えない。

今後は、PCR検 査は、新型インフルエンザ発生国あるいは発生地
域において患者との接触が強く疑われ、かつ、発熱等の症状がある者

に対 し、優先的に行 う。なお、季節性インフルエンザのサーベイラン

スを強化 し、新型インフルエンザの発生動向を提える。

4.検疫について

水際対策に関して、入国時の検疫対応等については、健康状態質問

票に基づく確実な健康状態の把握に力点を置いた検疫を行うこととし、

具体的にはブース検疫を行う。ただし、検疫前の通報において、明ら

かに有症者がいる場合は、状況に応じ、機内検疫を行う。

なお、検疫において患者を確認した場合は、当該患者については引

き続き隔離措置とする。濃厚接触者に対しては、停留を行わず外出自

粛を要請するなど、より慎重な健康監視とし、居住地等の都道府県等

に対して速やかに連絡をとる。

また、その他の同乗者については、健康監視の対象とはせず、健康

状態に異常がある場合には、発熱相談センターヘの連絡を徹底する。

-43-



‐
ヽ
ヽ
―

医療の確保、検疫、学校 口保育施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針

①発生患者と濃厚接触者への対応 ②医療・発熱外来 ③学校・保育施設等
④確定診断
(PCR検査 )

⑤検疫

(1)感 染の
初期、患者発

生が少数で

あり、感染拡

大防止に努

めるべ き地

域

患者 (患者と疑われる者を含む。)について
は、感染症指定医療機関等への入院とし、抗

インフルエンザ薬を用いて適切に治療し、新

たな感染を防ぎ、感染源を減らすよう努める。

濃厚接触者に対し外出自粛等の要請をする。

濃厚接触者に対 し予防投与と健康観察を行

つ 。

医療従事者や初動対処要員等がウイルスに暴

露 し、感染した可能性が高い場合には、抗イ

ンフルエンザウイルス薬の予防投与を行う。

インフルエンザ様症状が見ら

れた場合には、まずは、発熱

相談セ ンターに電話で相談

し、その後、指示された発熱

外来を受診する。

必要に応じて、市区町村の一部又

は全部、場合によつては都道府県

の全部での臨時体業を要請する。

休業の要請については、一週

間ごとに検討する。

解除後に患者が発生した学校・保

育施設等については、個別に臨時

休業を要請する。

大学に対しては、体業も含め、で

きる限り感染が拡大しないため

の運営方法を工夫するよう要請

する。

【患者が発生していない地域】

0学級開鎖などインフルエン
ザ様症状を有する者の増加

等が見られる場合、新型イン

フルエンザかどうかを判別

するために、新型インフルエ

ンザウイルスの確定診断の

ための検査 (PCR検査)を
積極的に活用する。

【一定以上の患者が発生してい

る場合】

新たな地域での患者発生を

把握する観点から、検査に優

先順位をつけて運用する。

(患者が発生していない地域

からの検体を優先して検査

を実施するなど)

健康状態質問票に基づ

く確実な健康状態の把

握に力点を置いた検疫

を行う。 (プース検疫)

ただし、検疫前の通

報において、明らか

に有症者がいる場合

は、状況に応じ、機

内検疫を行う。

検疫において患者を確

認した場合は、当該患

者については引き続き

隔離措置とする。

濃厚接触者に対して

は、停留を行わず外出

自粛を要請するなど、

より慎重な健康監視と

し、居住地等の都道府

県牛に対して速やかに

連絡をとる。

その他の同乗者につい

ては、健康監視の対象

とはせず、健康状態に

異常がある場合には、

発熱相談センターヘの

連絡を1散底する。

(2)急 速な

患者数の増

加 が 見 ら

れ、重症化

の防止に重

点を置 くベ

き地域

○ 基礎疾患を有する者等は初期症状が軽微であ

っても優先して入院治療を行う。

○ 基礎疾患を有する者等であるかどうか明確で

ない人でも重症化の兆候が見られたら、速や

かに入院治療を行う。

※ 最大の目標は、基礎疾患を有する者等の重
篤化を最小限に抑えることである。

O軽 症者は、自宅で服薬、療養 し、健康観察を
実施する。

○ 濃厚接触者に対し外出自粛等の要請をする。

○ 自宅療養する軽症者の家族の中で基礎疾患を

有する者等や、基礎疾患を有する等の医療従

事者及び初動対処要員等がウイルスに暴露し

ている場合は、予防投与を行う。

※ その他は、予防投与は行わない。

関係者の協力の下、対応可能

な一般の医療機関において

も、発熱外来の機能を果たす

とともに、患者の直接受診を

行うことを可能とする。

外来については、一般の患者

と新型インフルエンザ患者

が動線にて交わらないよう、

入口等を分ける、あるいは診

療時間帯を分けるなど最大

の注意を払う。

特に基礎疾患を有する者等
への感染防止に努める。

入院については一般病院に

おいても重症者のための病

床を確保する。

特に基礎疾患を有する者等
への感染防止に努める。

学校・保育施設等で患者が多く発

生した場合、当該学校・保育施設

等の生徒等を感染から守るため

に、当該学校・保育施設等につい

て臨時休業とする。

大学に対しては、休業も含め、

きる限り感染のスピー ドを遅ら

せるための運営方法を工夫する

よう要請する。

今後は、PCR検査は、新型
インフルエンザ発生国ある

いは発生地域において患者

との接触が強く疑われ、か

つ、発熱等の症状がある者に

対し、優先的に行う。なお、

季節性インフルエンザのサ

ーベイランスを強化し、新型

インフルエンザの発生動向

を捉える。

※ 重症者には、基礎疾患のため、重症化しやすしヽ者を含む



参考資料 5-2

平成 21年 6月
厚  生 労

医療の確保、検疫、学校 口保育施設等の臨時休業の要請等に関
する運用指針 (改定版)

1 基本的考え方

平成 21年 5月 22日 付け厚生労働省 「医療の確保、検疫、学校・保
育施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針」について、諸外国の患
者発生状況、これまでの我が国の患者発生状況等にかんがみ、以下のよ
うに改定する。

(諸外国の患者発生状況 )

今回の新型インフルエンザ (A/HlNl。 以下同じ。)については、
現在においても感染者数は増加しており、特にこれから冬を迎える南半
球において増加が著しい。平成 21年 6月 12日 (日 本時間)、 世界保健
機関 (WHO)は感染状況について異なる複数の地域 (大陸)の国にお
いて地域 (コ ミュニティ)での持続的な感染が認められるとして、 20
09年改訂ガイ ドラインに基づくWHOフ ェーズ分類を6と し、世界的
なまん延状況にあると宣言した。その上で、WHoは 加盟国に対し、引
き続き警戒を求めるとともに、社会経済的混乱を招かないよう各国の状
況に応じて柔軟に対応することを求めている。

(我が国の患者発生状況と今後の見通し)

我が国における感染の状況については、一部地域において、海外渡航
歴のある者が端緒となる散発事例と学校における集団発生事例、さらに
これ以外にも散発事例がいくつかの都道府県で見られている。これらの

事例について感染拡大防止のための調査や健康観察などを行っている。

しかし、外国との交通が制限されていないことや南半球をはじめとす
る諸外国での感染状況の推移を見ると、海外からの感染者の流入を止め
ることはできず、今後とも、我が国においても、患者発生が続くと考え
られる。さらに、一部に原因が特定できない散発事例が発生しているこ
とを見ると、秋冬に向けて、いつ全国的かつ大規模な患者の増加を見て
もおかしくない状況であると考えられる。

日

省

９１
働
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今回の新型インフルエンザの特性として、基礎疾患を有する者等は重

症化の可能性が高いとの報告がある。今後、患者数の増加に伴い、基礎

疾患のある者で重症患者が増加する可能性があり、これに対応しなけれ

ばならない。

(基本的考え方)

新型インフルエンザについては、現在の感染状況を見ると、感染拡大

防止措置による患者の発生をゼロにするための封じ込め対応は、既に現

時点では困難な状況である。

したがって、秋冬に向けて国内での患者数の大幅な増加が起こりうる

という観点に立ちつつ、患者数の急激で大規模な増加をできるだけ抑

制・緩和することにより社会活動の停滞や医療供給への影響を低減させ

る。また、ほとんどの者は軽症のまま回復しているが、一部の基礎疾患

を有する者等は重症化することが分かっている。したがつて、軽症の人
が自宅療養を行うこと等により、患者数の増加に伴い増えると考えられ

る医療機関の負担を可能な限り減らし、重症患者に対する適切な医療を

提供することを目指すことが必要である。

また、患者の把握についても、個々の発生例ではなく、患者数の大幅

な増加の端緒となる事例や全国的な傾向を的確かつ速やかに探知し、対

策につなげていくことが必要である。

さらに、患者数の急激で大規模な増加を見てから、対策の変更を講じ

ることは、現場の混乱を引き起こしかねない。現時点を、感染拡大防止

措置により患者の増加を抑制しつつ、秋冬の事態に対応するための準備
の期間と位置付け、仮に患者が急増した場合でも、社会的な混乱が最小

限となるよう体制を整えていくことが必要である。

このような観点から、以下の考え方に基づき、 2以下に述べる対策を
速やかに講じるものとする。

① 重症患者数の増加に対応できる病床の確保と重症患者の救命を最
優先とする医療提供体制の整備

② 院内感染対策の徹底等による基礎疾患を有する者等の感染防止対
策の強化
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③ 感染拡大及びウイルスの性状の変化を可能な限り早期に探知する
サーベイランスの着実な実施

④ 感染の急速な拡大と大規模かつ一斉の流行を抑制・緩和するため
の公衆衛生対策の効果的な実施

なお、これまでは感染者・患者の発生した地域を大きく「感染の初期、
患者発生が少数であり、感染拡大防止に努めるべき地域」と「急速な患

者数の増加が見られ、重症化の防止に重点を置くべき地域」の 2つのグ
ループに分けて指針の運用を行ってきたが、このグループ分けを廃止す
る。

2.地域における対応について

(1)発生患者と濃厚接触者への対応

① 患者

原貝Jと して患者 (患者と疑われる者を含む。)については、医師の指示
等に従い、入院措置ではなく、新たな感染者をできるだけ増やさないよ

う、外出を自粛し、自宅において療養する。なお、感染拡大のおそれが

ある場合などについては必要に応じて入院させることも可能とする。

基礎疾患を有する者等
*に
対しては、早期から抗インフルエンザウイル

ス薬の投与を行 う。そのうち、重症化するおそれがある者については優
先的にPCR検 査を実施し、必要に応 じ入院治療を行う。なお、医師の
判断に資するため、厚生労働省において、医療従事者に対して、随時、

最新の科学的知見等を情報提供することとする。

② 濃厚接触者

患者の濃厚接触者に対しては、都道府県等は、外出自粛など感染拡大
防止行動の重要性をよく説明し協力を求めるとともに、一定期間に発熱
等の症状が出現した場合、保健所への連絡を要請する。学校等の集団に

属する者であって、複数の患者が確認された場合は、必要に応じ積極的
疫学調査を実施し、濃厚接触者を特定する。
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基礎疾患を有する者等で感染を強く疑われる場合については、抗イン

フルエンザウイルス薬の予防投与を医師の判断により行う。さらに、医

療従事者や初動対処要員等のうち基礎疾患を有する者については、それ

らの者がウイルスに暴露した場合には、抗インフルエンザウイルス薬の

予防投与を行 う。その上で、感染した可能性が高くない場合には、職務
の継続を可能とする。

* 基礎疾患を有する者等 :新型インフルエンザに罹患することで重症
化するリスクが高いと考えられている者をいう。通常のインフルエン

ザでの経験に加え、今回の新型インフルエンザについての海外の知見
により、以下の者が該当すると考えられる。

妊婦、幼児、高齢者、慢性呼吸器疾患・慢性心疾患・代謝性疾患 (糖

尿病等)・ 腎機能障害・免疫機能不全 (ステロイ ド全身投与等)等を
有しており治療経過や管理の状況等をLIJ案 して医師により重症化ヘ

のリスクが高いと判断される者等。

(2)医療体制

発熱相談センターは、受診する医療機関が分からない人への適切な医

療機関の紹介、自宅療養している患者への相談対応等、電話による情報
提供を行 う。具体的な発熱相談センターの運用については、地域住民が

どのような情報を必要としているか等に応じて都道府県等において決定

する。

外来部門においては、今後の患者数の増加に対応するために、現在、
発熱外来を行つている医療機関のみならず、原則として全ての一般医療

機関においても患者の診療を行う。その際、発熱患者とその他の患者に
ついて医療機関内の受診待ちの区域を分ける、診療時間を分けるなど発

熱外来機能を持たせるよう最大の注意を払う。特に、基礎疾患を有する

者等へ感染が及ばないよう十分な感染防止措置を講ずる。また、公共施

設、屋外テント等の医療機関以外のところに外来を設置する必要性は、

都道府県等が地域の特性に応じて検討する。

入院については、原則として実施せず自宅療養とするが、重症患者に
ついては、感染症指定医療機関以外の一般入院医療機関においても入院
を受け入れる。その場合も、医療機関は院内感染防止に配慮した病床の

利用に努める。都道府県は、地域の実情に応じて病床を確保する。
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都道府県は、特に新型インフルエンザに感染した際のリスクが高いと

考えられる者を守るため、都道府県の判断により発熱患者の診療を原則

行わない医療機関 (例えば透析病院、がん専門病院、産科病院等)を定
めることができる。

(3)学校・保育施設等

学校・保育施設等で患者が発生した場合、当該学校・保育施設等の児

童・生徒等を感染から守るために、都道府県等は、当該学校・保育施設

等の設置者等に対し、必要に応じ臨時体業を要請する。

なお、感染拡大防止のため特に必要であると判断した場合、都道府県

等は、患者が発生していない学校・保育施設等を含めた広域での臨時休

業の要請を行 うことは可能である。

大学に対しては、都道府県等は、必要に応じ、休業も含め、できる限

り感染拡大の速度を遅らせるための運営方法の工夫を要請する。

3_サーベイランスの着実な実施

(1)感染拡大の早期探知

新型インフルエンザの集団における患者発生を可能な限り早期に探知

し、感染の急速な拡大や大規模な流行への発展の回避を図る。

このため、保健所は、全ての患者 (疑い患者を含む)を把握するので
はなく、放置すれば大規模な流行を生じる可能性のある学校等の集団に

属する者について、重点的に把握を行 う。また、同一集団内で続発する

患者についても把握を行う。この変更に当たっては、円滑な移行期間を

経て、速やかに実施する。

地方衛生研究所は、これらの疑い患者の一部からの検体に対し、確認

検査を実施し、新型インフルエンザと確定した場合には、医師は、保健

所への届出を行う。

あわせて、保健所においては、従来から学校等におけるインフルエン

ザの集団発生につながる出席停止や臨時休業の状況を把握しているが、

今後は、より迅速に把握する。
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都道府県等では、これらの結果等を国へ報告するとともに、患者への

対応、濃厚接触者への対応等を含め、必要な感染拡大防止対策を実施す

る。

(2)重症化及びウイルスの性状変化の監視

入院した重症患者の数を把握するとともに、予め定められた病原体定

点医療機関からインフルエンザ患者の検体提出を受け、地方衛生研究所

及び国立感染症研究所において、病原性や薬剤耐性など、ウイルスの性

状変化に対する監視を実施する。

その結果、性状の変化が見られた場合には、その結果を公衆衛生面、

医療面等における対応へ的確に反映させる。

(3)イ ンフルエンザ全体の発生動向の的確な把握

予め定められた定点医療機関におけるインフルエンザ患者の発生状況

の保健所への報告に基づき、インフルエンザ全体の発生動向を的確に把

握し、医療関係者や国民へ情報提供する。

1     4.検 疫

現状では既に世界的なまん延状況にあるとの認識の下、今後の検疫の

方針を入国者全員への十分な注意喚起と国内対策の変更に応じた運用ヘ

転換する。

全入国者に対して、検疫ブースの前で呼びかけを行うとともに、新型

インアルエンザに関する注意を記載した健康カー ドを配布し、個人とし

ての感染予防に留意するよう周知するとともに、発症した場合には医療

機関を受診するようさらに周知徹底する。

有症者の把握については、事前通報があつた場合の状況に応じて、機

内検疫を継続実施するほか、機内アナウンスの強化等による自己申告ヘ

の協力依頼を継続する。

検疫で判明した有症者 (同一旅程の集団から複数の有症者が認められ

た場合を除く)については、原則、新型インフルエンザのPCR検査を
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行わず、症状に応じたマスク着用や可能な限り公共交通機関を使わない

などにより帰宅 (自宅療養)させる。

同一旅程の集団から複数の有症者が認められた場合には、検疫所にお

いて確認のため新型インフルエンザのPCR検査を実施し、陽性の場合
には本人に連絡し医療機関受診を勧める。この場合、当該同一旅程の他
の者については、住所地等を確認の上、都道府県等に対して、情報提供

を行 う。都道府県等は、この者に対し、外出自粛など感染拡大防止行動
の重要性をよく説明し協力を求めるとともに、一定期間に発熱等の症状
が出現した場合、保健所への連絡を要請する。

5.更なる変化に備えて

秋冬に向けて起こりうる国内の患者数の大幅な増加に対応する準備と

ともに、実際に、患者数が大きく増カロしたときの適切かつ迅速な対応を

さらに検討していくことが必要である。

特に入院医療について、患者が適切な医療を受けられない事態を回避

するため、より重症者に限定した入院医療の提供など具体的な対策を検

討し明らかにしていく必要がある。

サーベイランスについては、感染拡大の早期探知の取組を停止し、定

点医療機関における発生動向の把握等に特化するとともに、病原性や薬

斉l耐1生などの変化を見るため病原体サーベイランスを継続するなど、状

況に応 じた対応を行う。

また、ウイルスの性状に変化が見られ、病原性の増大や薬剤耐性の獲

得が生じた場合は、本運用指針の見直しを検討する。
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参考資料 5-3

平成 21年 10
厚  生  労

医療の確保、検疫、学校 口保育施設等の臨時体業の要請等に関

する運用指針 (二訂版 )

_基本的考え方

平成 21年 6月 19日 付け厚生労働省 「医療の確保、検疫、学校 。
保育施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針 (改定版 )」 につい

て、諸外国の患者発生状況、これまでの我が国の患者発生状況等にか

んがみ、以下のように改定する。

(今回の改定の背景 )

① 国内における新型インフルエンザ (A/HlNl。 以下同じ。)
の感染の拡大

我が国における感染の状況について、全国約 5, 000箇 所の定
点医療機関で行 うインフルエンザサーベイランスの調査結果によれ

ば、定点医療機関当たりのインフルエンザの患者報告数が、平成 2

1年第 33週 (8月 10日 から8月 16日 まで。)時点で全国平均
1 69と なり、季節性インフルエンザにおける流行開始の目安と
している 1 00を 上回り、更にその後増大している。インフルエ
ンザウイルスサーベイランスの結果と合わせ、その大部分は、新型

インフルエンザウイルスの感染患者であると考えられ、今回の新型

インフルエンザについては、既に流行期が開始となり、感染が拡大

しつつある状況にある。

② 死亡や重症例の報告の増加

今回の新型インフルエンザは、多くの感染者が軽症のまま回復す

ること、抗インフルエンザウイルス薬の治療が有効であることなど、

季節性インフルエンザと類似する点も多いが、他方、その特性とし

て、基礎疾患を有する者等は重症化の可能性が高いとの報告がある。

実際に、 8月 15日 には新型インフルエンザ確定患者の死亡が国内
で初めて確認 され、基礎疾患を有する者の死亡や小児の脳症や肺炎
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による重症例は、日下少数例にとどまっているものの、報告数 とし

て増加 しつつある。

③ 冬期の南半球における感染拡大と医療機関の混乱等の発生

今回の新型インフルエンザについては、世界保健機関 (WHO)
がWHoフ ェーズ分類を 6と し、世界的なまん延状況にあると宣言
した後、WHOの 集計感染者数は増加 し、感染地域も世界的に拡大
している。特に既に冬を迎えた南半球においては、多くの者が感染

し、死亡者や医療機関の混乱が報告されている国もある。WHOは
加盟国に対し、引き続き警戒を求めるとともに、感染拡大は完全に

は阻上できないことを前提に感染者の重症化防止に向けて、社会経

済的混乱を招かないことを視野に入れつつ、各国の状況に応 じてワ

クチン対策、医療体制の確保等について柔軟に対応することを求め

ている。

④ 死亡 。重症例の更なる増加及び医療機関が混乱するおそれを想定
した対処

我が国の感染状況、南半球における経験を踏まえれば、今後冬期
を迎える我が国においても、感染拡大により、死亡者 。重症者が更
に増加 し、医療機関が混乱するおそれがあることを想定 して対処す

る必要がある。

(基本的考え方 )

上記のような状況の変化を踏まえ、以下のような基本的考え方に基
づいて、下記 2以下に述べる対策を速やかに講じるものとする。

① 大規模な流行が生じた場合においても患者数の急激な増加に対応
できる病床の確保と重症患者の救命を最優先とする医療提供体制の

整備を進める。

② 適切な院内感染対策の実施や積極的な広報の展開等により基礎疾
患を有する者等の感染防止対策の強化を行う。

③ 急速に感染が拡大する情勢にあることから、患者数の大幅な増カロ
の端緒となる事例や全国的な傾向を的確かつ速やかに探知する体制
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から、重症患者・死亡者の把握、ウイルス性状の変化の探知に重点

を移 した体制及び定点サーベイランスに移行 してお り、これを更に

円滑に進められるようにする。

④ 社会影響 とのバランスを考慮 した公衆衛生対策の効果的な実施に
より、急激な患者の増加を防止するとともに、患者数増加のピーク

をできるだけ抑制し、社会活動の停滞や医療供給への影響を低減さ

せ、国民が安心して生活できる環境を維持していく。

2.地域における対応について

(1)発 生患者と濃厚接触者への対応

① 患者

発熱、呼吸器症状等のインフルエンザ様症状を有する者のうち、

基礎疾患を有 しない者については、本人の安静のため及び新たな感

染者をできるだけ増やさないために外出を自粛し、抗インフルエン

ザウイルス薬の内服等も含め医師の指導に従つて自宅において療養

する。

基礎疾患を有する者等 *については、軽症であっても早期にかか
りつけ医等に電話をし、又は医療機関を受診 して、抗インフルエン

ザウイルス薬の内服等も含め医師の指導に従つて療養する。

なお、感染が疑われた場合は簡易迅速診断の結果が陰性であって

も、あるいは結果を待たずに速やかに治療を開始する。

また、基礎疾患の有無によらず、重症者及び重症化するおそれを

認める者については、医師の判断により入院治療を行 う。このとき、

医師が必要 と認める場合にはPCR検 査等のウイルス検査の実施に
ついて保健所に依頼することが可能である。

なお、医師の判断に資するため、厚生労働省において、医療関係

者に対 して、随時、最新の科学的知見等を情報提供することとする。

また、速やかな受診につなげるため、国民に対して重症化の兆候

及び受診の方法について周知する。
- 3
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② 濃厚接触者

抗インフルエンザウイルス薬の予防投与については特段の理由が

ない限り、推奨しない。その一方、基礎疾患を有する者で、患者と

濃厚に接触するなどして感染を強く疑われる場合は、医師の判断に

より抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を行 うことができる。

インフルエンザ患者に対応する医療従事者については、基本的な

防御なく明らかにウイルスに曝露 した場合においては、抗インフル
エンザウイルス薬の予防投与を実施することも検討 し、本人の同意

に基づき、医師が投与の要否を判断する。この場合、予防投与の有

無に関わらず、職務の継続は可能であるが、職務の形態を工夫 した

り、マスクの装着や手指消毒の励行、発症が疑われた際の早期治療
。休業等により院内感染の予防に十分に注意する。

* 基礎疾患を有する者等 :新型インフルエンザに罹患することで
重症化するリスクが高いと考えられている者をい う。通常のイン

フルエンザでの経験に加え、今回の新型インフルエンザについて

の海外の知見により、以下の者が該当すると考えられる。

妊婦、幼児、高齢者、慢性呼吸器疾患、慢性心疾患、慢性腎疾

患、慢性肝疾患、神経疾患・神経筋疾患、血液疾患、糖尿病、疾

患や治療に伴 う免疫抑制状態、小児科領域の慢性疾患を有してお

り治療経過や管理の状況等を勘案 して医師により重症化へのリス

クが高いと判断される者等

(2)医療体制

外来部門においては、今後の患者数の増加に対応するために、原則

として、通常もインフルエンザ患者の診療を行っているすべての一般

医療機関において診療を行 う。

院内での感染予防のため、新型インフルエンザが疑わしい発熱患者

とそれ以外の患者について医療機関内の受診待ちの区域を分ける、診

療時間を分けるなど発熱外来機能を持たせるよう十分な配慮をするこ

とが望まれるが、その程度については、医療機関が対応可能な範囲で

判断する.

また、慢性疾患等を有する定期受診患者については、感染機会を減
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らすため長期処方を行 うことや、発症時には電話による診療でファク

シミリ等による抗インフルエンザウイルス薬等の処方ができることに

ついて、都道府県等は関係機関に周知する。

夜間や休 日の外来患者の急激な増加に備えて、都道府県等は、地域

医師会 と連携 して、救急医療機関の診療を支援する等の協力体制につ

いてあらかじめ調整する。さらに、患者数が増加 し医療機関での対応

が困難な状況が予測される場合には、公共施設等の医療機関以外の場

所に外来を設置する必要性について、都道府県等が地域の特性に応 じ

て検討する.

入院部門については、重症患者の増加に対応するため、感染症指定

医療機関以外の一般入院医療機関においても入院を受け入れる。その

場合も、医療機関は院内感染防止に配慮した病床の利用に努めるD都
道府県は、地域の実情に応 じて病床を確保する。都道府県等は、入院

診療を行 う医療機関の病床数及び稼働状況、人工呼吸器保有台数及び

稼働状況並びにこれらの実施ができる人員数などについて確認 し、必

要に応 じて患者の受入調整等を行 う。特に、透析患者、小児、妊婦等

の重症者の搬送・受入体制について整備する。

すべての医療機関は、対応可能な範囲で院内感染対策に最大の注意

を払 うЭ特に、基礎疾患を有する者等へ感染が及ばないよう十分な感

染防止措置を講ずる。

発熱相談センター等の電話相談窓口は、受診する医療機関が分から

ない人への適切な医療機関の紹介、自宅療養 している患者への相談対

応等、電話による情報提供を行 う。電話相談窓国の具体的な運用につ

いては、地域住民がどのような情報を必要としているか等に応 じて都

道府県等において決定する。

都道府県は、特に新型インフルエンザに感染した際のリスクが高い

と考えられる者を守るため、都道府県の判断により発熱、呼吸器症状

等のインフルエンザ様症状を有する者の診療を原則行わない医療機関

(例 えば透析病院、がん専門病院、産科病院等)を定めることができ
る。
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(3)学校 口保育施設等

学校・保育施設等の臨時休業については一定の効果があつたところ

であり、引き続き、学校・保育施設等で患者が発生した際には、都道

府県等が感染拡大防止等公衆衛生上必要であると判断した場合、当該

学校 ,保育施設等の設置者等に対し臨時休業を要請する。

また、感染拡大防止のため特に必要であると判断した場合、都道府

県等は、患者が発生していない学校・保育施設等を含めた広域での臨

時休業の要請を行 うことが可能である。

なお、臨時休業の要請がない場合にあつても、学校・保育施設等の

設置者は必要な臨時休業を行 うことができる。

厚生労働省は、臨時休業に係る判断に資するため、基本的考え方の

提示など必要な情報提供を行 う。

大学に対 しては、都道府県等は、必要に応 じ、休業も含め、できる

限り感染拡大の速度を遅らせるための運営方法の工夫を要請する。

3.サーベイランスの着実な実施

(1)重症化及びウイルスの性状変化の監視

入院した重症患者の数や病状を把握するとともに、あらかじめ定め

られた病原体定点医療機関からインフルエンザ患者の検体提出を受

け、地方衛生研究所及び国立感染症研究所において、ウイルスの性状、

病原性や薬剤耐性など、ウイルスの性状変化に対する監視を実施する。

その結果、性状の変化が見られた場合には、その結果を公衆衛生面、

医療面等における対応へ的確に反映させるとともに国民に情報提供を

行 う。

(2)全体的な発生動向の把握

あらかじめ定められた定点医療機関におけるインフルエンザ患者の

発生状況の保健所への報告に基づき、全体的な発生動向を把握し、医

療関係者や国民へ情報提供する。
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(3)地域における感染拡大の早期探知

地域において放置すれば大規模な流行につながる可能性がある集団

的な発生の端緒を早期に把握し、感染の急速な拡大の防止を図る。

このため、保健所は、すべての患者 (疑い患者を含む。)を把握す
るのではなく、放置すれば大規模な流行を生じる可能性のある学校等
の集団に属する者について、重点的に把握を行 う。また、同一集団内

で続発する患者についても把握を行 う。

4 検疫

全入国者に対 して、新型インフルエンザに対する感染予防に留意す

るよう周知するとともに、発症 した場合には医療機関を受診するよう

引き続き周知徹底する。また、国内対策との整合性を踏まえ、検疫時

に基礎疾患等を有することが確認できた発熱、呼吸器症状等のインフ

ルエンザ様症状を有する者については、早期に医療機関を受診するよ

う勧奨する。

5.更 なる変化に備えて

重症患者の発生と死亡をできる限り回避するため、重症化のリスク

の高い者についての検討を進め、重症化を防止するための早期発見と

治療の考え方について周知する。

サーベイランスについては、更に患者数が大幅に増加した場合は、

感染拡大の早期探知の取組を停止するとともに、ウイルスの性状に変

化が見られ、病原性の増大や薬剤耐性の獲得が生じた場合は、直ちに

現地調査等を行って情報分析を進め、専門家による評価を行った上で、

必要に応 じ本運用指針の見直しを行 う。
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参考資料 6-1

平 成 21年 10月 1日

新型インフルエンザ対策本部

新型インフルエンザ (A/HlNl)ワ クチン接種の基本方針

1.目 的
死亡者や重症者の発生をできる限り減らすこと及びそのために必

要な医療を確保することを目的とする。

2.各 事業実施主体の役割
(1)国は、新型インフルエンザ (A/Hl Nl)ワ クチン (以下「ワクチン」
という。)の生産量に限りがある中で、臨時応急的かつ一元的にワク
チンを確保するとともに、接種の優先順位を設定する。また、ワク

チン接種を行う医療機関と委託契約を締結し、希望者に対してワク

チンの接種を実施する。このように、今回の事業は、地方自治体と

の役割分担のもと、国が主体となつて行うものである。

(2)都道府県は、国が示す標準的な実施時期等を参酌し、具体的な接
種スケジュールを設定するとともに、医療機関の在庫状況等を把握

して、ワクチンの円滑な流通を確保する。

(3)市町村は、ワクチン接種を行う医療機関 (受託医療機関)を確保
するとともに、住民に対し、接種時期、受託医療機関等を周知する。

また、ワクチン接種に係る費用負担について、国及び都道府県によ

る財政支援のもと、必要に応じ低所得者の負担軽減措置を講じる。

(4)受託医療機関は、国と委託契約を締結し、窓口で対象者の確認を
行い、優先順位に従つて希望者に対してワクチンを接種するととも

に、市町村及び都道府県を通じて、必要な報告を行う。

3.優 先的に接種する対象者
(1)当面、確保できるワクチンの量に限りがあり、その供給も順次行
われていく見通しであることから、死亡者や重症者の発生をできる

限り減らすこと及びそのために必要な医療を確保することという目
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的に照らし、

① インフルエンザ患者の診療に直接従事する医療従事者 (救急隊

員を含む)

② 妊婦及び基礎疾患を有する者 (この中でも、1歳～小学校低学
年に相当する年齢の者の接種を優先)

③ l歳～小学校低学年に相当する年齢の者
④ l歳未満の小児の保護者及び優先接種対象者のうち身体上の
理由により予防接種が受けられない者の保護者等

の順に優先的に接種を開始する。

(2)さ らに、小学校高学年、中学生、高校生に相当する年齢の者及び
65歳以上の高齢者についても、優先的に接種する。

(3)なお、優先的に接種する者以外の者に対する接種については、優
先的に接種する者への接種事業の状況等を踏まえ、対応することと

する。

4.ワ クチンの確保
(1)今後の感染の拡大やウイルスの変異等の可能性を踏まえると、止
記の優先的に接種する者以外における重症例の発生があり得るため、

健康危機管理の観点から、国内産に加えて、海外企業から緊急に輸

入することを決定し、ワクチンを確保する。

(2)国は、3.の接種対象者に順次必要なワクチンを供給できるよう
にするため、今年度末までに、国内産ワクチン2,700万 人分程
度を確保するとともに、海外企業から5,000万 人分程度を輸入
することとし、既存の新型インフルエンザ対策予算を活用した上で

予備費を使用し、これらのワクチンを購入する。

(3)輸入ワクチンの確保のため、今回の輸入ワクチンの使用等に伴い
生じる健康被害等に関して製造販売業者に生じた損失等について国

が補償することができるよう、速やかに立法措置を講じる。

5.接種の実施
(1)国は、受託医療機関との間で、予防接種に関する委託契約を締結
する。
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＜

(2)受託医療機関は、国との委託契約に基づき、卸売業者からワクチ
ンを購入し、優先接種順位に従い、優先接種対象者であることを確
認のうえ、原則として予約制により接種を実施する。

(3)市町村は、都道府県と連携し、地域の実情に応じて、受託医療機
関に要請し、保健センター、保健所等を活用して接種の機会を確保
する。

費用負担
)今回のワクチンの接種については、その目的に照らし、国は、予
防接種法の定期接種に準じて、受託医療機関を通じてワクチンの接
種を受けた者又はその保護者から、実費相当額 (ワクチン代、輸送
費及び接種に要する費用。原則として全国一律の額)を徴収する。

(2)優先的に接種する者のうち低所得者の費用負担については、予防
接種法の定期接種に準じて、市町村民税非課税世帯を念頭に、市町
村がその費用を助成する措置を講じる。その際、当該措置に要する
財源の 1/2を国が、 1/4を都道府県が補助する。

ワクチンの安全性及び有効性の確保 と健康被害の救済
)今回、接種に用いようとするワクチンについては、今回の新型イ
ンフルエンザに対して初めて製造されたものであり、安全性や有効
性に関しては十分に検証されていないことから、今後もデータの収
集、分析を行うなど、十分に安全性や有効性の確保に努めるととも
に、その安全性や有効性について、医療関係者、国民等に幅広く情
報提供する。

(2)ワ クチンによる重篤な副反応について、受託医療機関等からの報
告など国が迅速に情報を把握するとともに、当該情報を専門家によ

り評価する仕組みを構築し、速やかに対応する。

(3)今回のワクチン接種に伴い健康被害が生じた場合の救済について
は、現行の予防接種法に基づく季節性インフルエンザの定期接種に

関する措置を踏まえて必要な救済措置を講じることができるよう検

７

＜
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討を行い、速やかに立法措置を講じる。

8.広 報
(1)国 は、接種事業の趣旨、内容、ワクチンの安全性や有効性に関す
る知見等について周知する。

(2)都道府県は、新型インフルエンザについて既に設置している相談
窓口等の充実を図る。

(3)市町村は、都道府県と連携し、住民に対し、接種が受けられる時
期、受託医療機関等を周知する。

9.今 後の検討等
(1)今回の新型インフルエンザワクチンに関しては、今後、新たな知
見等が得られた段階で、適宜、これを見直していくものとする。

(2)国は、今回の臨時応急の対策を踏まえ、新型インフルエンザの予
防接種の位置づけ等について専門的見地から検討を行い、その結果
に基づき、必要に応じ立法措置を講ずる。

(3)国は、今後、国産ワクチンによリインフルエンザワクチンの供給
が確保されるよう、国内生産体制の充実等を図るものとする。
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参考資料 6-2

平 成 21年 ¬ 0月 1日
平成 2¬ 年 12月 15日 改定
新型インフルエンザ対策本部

新型インフルエンザ (A/HlNl)ワ クチン接種の基本方針

可.目 的
死亡者や重症者の発生をできる限り減らすこと及びそのために必

要な医療を確保することを目的とする。

2.各 事業実施主体の役割
(1)国は、新型インフルエンザ (A/HlNl)ワ クチン (以下「ワクチン」
という。)の生産量に限りがある中で、臨時応急的かつ一元的にワク
チンを確保するとともに、接種の優先順位を設定する。また、ワク

チン接種を行う医療機関と委託契約を締結し、希望者に対してワク

チンの接種を実施する。このように、今回の事業は、地方自治体と

の役割分担のもと、国が主体となつて行うものである。

(2)都道府県は、国が示す標準的な実施時期等を参酌し、具体的な接
種スケジユールを設定するとともに、医療機関の在庫状況等を把握

して、ワクチンの円滑な流通を確保する。

(3)市町村は、ワクチン接種を行う医療機関 (受託医療機関)を確保
するとともに、住民に対し、接種時期、受託医療機関等を周知する。

また、ワクチン接種に係る費用負担について、国及び都道府県によ

る財政支援のもと、必要に応じ低所得者の負担軽減措置を講じる。

(4)受託医療機関は、国と委託契約を締結し、窓口で対象者の確認を
行い、優先順位に従つて希望者に対してワクチンを接種するととも

に、市町村及び都道府県を通じて、必要な報告を行う。
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3.優 先的に接種する対象者
(1)当面、確保できるワクチンの量に限りがあり、その供給も順次行
われてい<見通しであることから、死亡者や重症者の発生をできる
限り減らすこと及びそのために必要な医療を確保することという目

的に照らし、

① インフルエンザ患者の診療に直接従事する医療従事者 (救急隊

員を含む)

② 妊婦及び基礎疾患を有する者 (この中でも、1歳～小学校低学
年に相当する年齢の者の接種を優先)

③ l歳～小学校低学年に相当する年齢の者

④ l歳未満の小児の保護者及び優先接種対象者のうち身体上の
理由により予防接種が受けられない者の保護者等

の順に優先的に接種を行う。

(2)さ らに、小学校高学年、中学生、高校生に相当する年齢の者及び
65歳以上の高齢者についても、優先的に接種する。

(3)優先的に接種する者以外の者に対する接種については、優先的に
接種する者への接種事業の状況等を踏まえ、接種を進める。

4.ワ クチ ンの確保
(1)今後の感染の拡大やウイルスの変異等の可能性を踏まえると、上
記の優先的に接種する者以外における重症例の発生があり得るため、

健康危機管理の観点から、国内産に加えて、海外企業から緊急に輸

入することを決定し、ワクチンを確保する。

(2)国は、3.の接種対象者に順次必要なワクチンを供給できるよう
にするため、今年度末までに、国内産ワクチン5,400万 回分 (成
人量換算)程度を確保するとともに、海外企業から9,900万 回
分 (成人量換算)程度を輸入することとし、既存の新型インフルエ
ンザ対策予算を活用した上で予備費を使用し、これらのワクチンを

購入する。

(3)輸入ワクチンの確保のため、今回の輸入ワクチンの使用等に伴い
生じる健康被害等に関して製造販売業者に生じた損失等について、

新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別

措置法に基づき、国が補償できることとする。
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5.接種の実施
(1)国は、受託医療機関との間で、予防接種に関する委託契約を締結
する。

(2)受託医療機関は、国との委託契約に基づき、卸売業者からワクチ
ンを購入し、優先接種順位に従い、優先接種対象者であることを確
認のうえ、原則として予約制により接種を実施する。

(3)市町村は、都道府県と連携し、地域の実情に応じて、受託医療機
関に要請し、保健センター、保健所等を活用して接種の機会を確保

する。

費用負担
1)今回のワクチンの接種については、その目的に照らし、国は、予
防接種法の定期接種に準じて、受託医療機関を通じてワクチンの接
種を受けた者又はその保護者から、実費相当額 (ワ クチン代、輸送

費及び接種に要する費用。原則として全国一律の額)を徴収する。

(2)低所得者の費用負担については、予防接種法の定期接種に準じて、
市町村民税非課税世帯を念頭に、市町村がその費用を助成する措置

を講じる。その際、当該措置に要する財源の 1/2を国が、 1/4
を都道府県が補助する。

ワクチ ンの安全性及び有効性の確保 と健康被害の救済
)今回、接種に用いようとするワクチンについては、今回の新型イ
ンフルエンザに対して初めて製造されたものであり、安全性や有効

性に関しては十分に検証されていないことから、今後もデータの収

集、分析を行うなど、十分に安全性や有効性の確保に努めるととも
に、その安全性や有効性について、医療関係者、国民等に幅広く情

報提供する。

(2)ワ クチンによる重篤な副反応について、受託医療機関等からの報
告など国が迅速に情報を把握するとともに、当該情報を専門家によ

り評価する仕組みを構築し、速やかに対応する。

-65-



(3)今回のワクチン接種に伴い健康被害が生じた場合の救済について
は、新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する

特別措置法に基づき、現行の予防接種法に基づく季節性インフルエ

ンザの定期接種に関する措置に準じて必要な救済措置を講じる。

8.広 報
(1)国は、接種事業の趣旨、内容、ワクチンの安全性や有効性に関す
る知見等について周知する。

(2)都道府県は、新型インフルエンザについて既に設置している相談
窓口等の充実を図る。

(3)市町村は、都道府県と連携し、住民に対し、接種が受けられる時
期、受話医療機関等を周知する。

9、 今後の検討等

(1)今回の新型インフルエンザワクチンに関しては、今後、新たな知
見等が得られた段階で、適宜、これを見直していくものとする。

(2)国は、今回の臨時応急の対策を踏まえ、新型インフルエンザの予
防接種の位置づけ等について専門的見地から検討を行い、その結果

に基づき、必要に応じ立法措置を講ずる。

(3)国は、今後、国産ワクチンによリインフルエンザワクチンの供給
が確保されるよう、国内生産体制の充実等を図るものとする。

4
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参考資料 7

新型インフルエンザ (A/HlNl)ワクチンの接種について
平成 21年 10月 2日
厚 生 労 働 省

1.新型インフルエンザ対策における予防接種の位置づけ

(1)新型インフルエンザワクチン接種の目的

新型インフルエンザ (A/HlNl)については、① 感染力は強いが、

多くの感染者は軽症のまま回復しており、② 抗インフルエンザウイ

ルス薬の治療が有効であるなど、季節性インフルエンザと類似する点

が多い。しかしながら、基礎疾患を有する者等において重症化する可

能性が高いこと、国民の大多数に免疫がないことから今後秋冬に向け

て、季節性のインフルエンザの感染者を大きく上回る感染者が発生し、

医療をはじめ、我が国の社会経済に深亥」な影響を与えること、などの

おそれがある。

このため、今回のウイルスの特徴等も踏まえ、政府の基本的対処方

針において、新型インフルエンザ対策の目標を①国民生活や経済への

影響を最小限に抑えつつ、感染拡大を防ぐとともに、②基礎疾患を有

する者等を守る、とし、様々な対策を講じている。この「基礎疾患を

有する者等を守る」とは、すなわち直接的、間接的に死亡や重症化を

防ぐことを意味する。

インフルエンザワクチンは、一般的には、重症化予防、死亡数減少

を主な目的として使用されており、今回の新型インフルエンザに対す

る予防接種も、死亡者や重症者の発生をできる限り減らすこと及びそ

のために必要な医療を確保することをその目的とする。

(2)予防接種の限界

現在、国内で使用されている季節性インフルエンザワクチンは、重

症化や死亡の防止について一定の効果はあるが、感染防止、流行の阻
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止等に対しては、効果が保証されるものではない。また、極めて稀で

はあるが、重篤な副反応も起こりうるものである。

新型インフルエンザワクチンも基本的に同様と考えられるが、今回

の新型インフルエンザは、新しいウイルスによる感染症であり、それ

を用いて作製されたワクチンは、有効性や安全性、今後の製造見通し

などについて、現時点では不確実な面がある。

そのため、新型インフルエンザワクチンに係る対策は、当初は季節

性インフルエンザワクチンに係る知見に基づき構築するが、新たな知

見が得られた段階で、これを適宜見直していく。

新型インフルエンザ対策は、予防接種のみに特化したものとするの

ではなく、学校の休業などの公衆衛生対策や抗インフルエンザウイル

ス薬の投与などの複数の対策を総合的・効果的に組み合わせて、バラ

ンスのとれた戦略を構築すべきであり、予防接種は、他の戦略と補完

しながら進める。

2.ワ クチンの接種について

(1)優先接種対象者を定めることの必要性と基本的な考え方

ワクチンの接種については、当面確保できるワクチンの総量が限ら

れており、またその中から一定量が順次供給されることから、死亡者

や重症者の発生をできる限り減らすこと及びそのために必要な医療

を確保すること、という目的に照らし、優先的に接種する対象者を決

めるべきである。具体的には、以下に示すような死亡や重症化のリス

クが高い者を優先すること、また、それらの、死亡や重症化のリスク

が高い者への治療に従事する者を優先することを基本的な方針とす

る。

(2)優先接種対象者についての考え方

新型インフルエンザの感染拡大による急激な患者数の増大等に伴

い、インフルエンザ患者の診療を行う医療機関等では、業務量負荷の
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増大が懸念される。また、インフルエンザ患者の診療に直接従事する

医療従事者 (救急隊員を含む。以下同じ。)については、インフルエ

ンザ患者から感染を受けるリスクが高く、重症化する医療従事者が増

えた場合、医療体制を維持することが困難となることが想定される。

その結果、新型インフルエンザの重症患者や重症化するリスクが高

い患者、その他一般の患者に対する医療に支障を来すおそれがある。

死亡者や重症者を減らすためには、流行のピーク時であっても、こ

れらの患者に対する医療体制を維持する必要があることから、インフ

ルエンザ患者の診療に直接従事する医療従事者については、第一優先

の接種対象者とする。なお、WHOの 勧告によると、必要な医療体制
を維持するため、第一優先として医療従事者に接種すべきである、と

されている。

妊婦及び基礎疾患を有する者 (※)については、国内外の事例 (妊婦

については海外の事例)において、入院数や重症化率、死亡率が高い

ことが報告されており、新型インフルエンザのリスクが高いことが示

唆されていることから、これらの者については、優先接種の対象とす

る。

なお、基礎疾患を有する者の中でも、 1歳～小学校低学年に相当す
る年齢の小児の接種を優先する。

※ 基礎疾患 :1曼′性呼吸器疾患、慢性心疾患、慢性腎疾患、慢性肝疾患、神経疾

患・神経筋疾患、血液疾患、糖尿病、疾患や治療に伴う免疫抑制状態、小児

科領域の慢性疾患

※ 「ワクチンの優先接種の対象とする基礎疾患の定義」については別途示す。

また、海外事例において乳児の入院率が高いこと、国内事例におい

て 10歳未満の小児の罹患率が高いこと、重症例が多くみられている
ことなどが示唆されている。そのため、小学校低学年に相当する年齢

までの小児については、優先接種の対象とする。ただし、 1歳未満の

小児については、予防接種によって免疫をつけることが難しいため、

次善の策としてその保護者に接種し、感染を防ぐことが必要となる。

そのため、 1歳未満の小児の保護者については、優先接種の対象とす
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る。

同様に、上記の優先接種対象者のうち、以下の者の保護者又は常時

直接世話をしている同居家族 (以下、予防接種がうけられない者の保

護者等という。)も、次善の策として、優先接種の対象とする。

①過去に本剤と同様の成分によってアナフィラキシーを呈したこ

とがあり予防接種ができない者

② 高度の免疫不全のため予防接種により免疫をつけることができ

ない者

なお、高病原性鳥インフルエンザ (H5Nl)由来の新型インフルエン

ザを最重症の場合と想定して策定した「新型インフルエンザ対策行動

計画 (平成 21年 2月 改定)J等において、パンデミックワクチンを
先行的に接種する者とされていた社会機能の維持に関わる者につい

ては、今回の新型インフルエンザの特徴及びワクチン接種の目的に鑑

み、優先接種の対象とはしない。

以上より、インフルエンザ患者の診療に直接従事する医療従事者、

妊婦及び基礎疾患を有する者 (この中でも、1歳～就学前の小児の接

種を優先 )、 1歳～小学校低学年に相当する年齢の小児、 1歳未満の
小児の保護者及び優先接種対象者のうち身体上の理由により予防接

種が受けられない者の保護者等の順に、優先的に接種を開始する。な

お、一つのカテゴリーの接種が終了してから、次のカテゴリーの接種

を開始するものではなく、出荷の状況に応じて、各カテゴリーの接種

を開始する。

(3)その他の者についての考え方

今回の新型インフルエンザについては、現在の国内の事例において、

発生初期における発症者の約半数、現在までの入院患者の約 2割が

10歳代の若年層となつており、その多くは普段健康な若年者である。
今後もこうした年代で感染者が増加し、その中から、重症者が一定程

度生じる可能性が高いЭ
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また、高齢者 (65歳以上の者をいう。以下同じ。)については、

季節性インフルエンザにおいて重症化リスクが高い集団である。現時

点では、新型インフルエンザの感染者数が相対的に少ないため、基礎

疾患を持たない高齢者の重症化事例が多く報告されているわけでは

ないが、今般の新型インフルエンザが、季節性インフルエンザと類似

した性質を多く持つていることに鑑みると、基礎疾患を持たない高齢

者も、重症化のリスクが高い可能性がある。

こうした観′点から、小学校高学年、中学生、高校生に相当する年齢

の者及び高齢者についても、優先的に接種することが望ましい。 (な

お、基礎疾患を有する小学校高学年、中学生、高校生に相当する年齢

の者及び高齢者は、優先接種対象者に含まれている)。 あわせて、高

齢者に対しては、季節性インフルエンザワクチンの接種を促進する必

要がある。

なお、優先的に接種する者以外の者に対する接種については、優先

的に接種する者への接種事業の状況等を踏まえ、対応することとする。

ワクチンの確保について

(1)国内産ワクチンの確保

国内産ワクチンについては、優先接種対象者に対して、できる限り

早期に接種機会を提供するために、早急に必要量を確保する。

国内産ワクチンについては、7月 中旬以降、各メーカーが製造を開

始しており、 10月 下旬以降)贋次出荷することとされている。できる

限り多くの者が国内産ワクチンを接種できるように、ワクチンの効率

的な確保と接種の際の利便性等を考慮しながら、1 0mLバイアルと 1

mLバイアルのバランスをとって製造をすすめることとしており、現時

点では、平成 22年 3月 までに約 2, 700万人分 (※ )のワクチンが
利用可能となると考えられる。今後、引き続き、各メーカー等関係者

と協力し、出荷時期の前倒し等に努力していく。
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(※)製造株の増殖性の改良、各企業の増産努力等により出荷量は変更され

る場合がある。一方、実際の接種状況を踏まえ、lmLバイアルと 10mLバ

イアルの製造比率の調整を行 うことになれば、出荷量が変更される可能

性がある。

(2)輸入ワクチンの確保

今後の感染の拡大やウイルスの変異等の可能性を踏まえると、上記

の優先的に接種する者以外における重症例の発生があり得るため、健

康危機管理の観点から、これらの者に対するワクチン接種を行うため、

海外企業から緊急に輸入することを決定し、約 5,000万人分のワ
クチンを確保する。

輸入ワクチンについては、早くとも 12月 下旬以降に使用開始とな

る可能性もあるため、優先接種対象者以外の者への接種に用いること

を想定する。

ただし、輸入ワクチンを実際に使用するためには、事前に有効性及

び安全性等について手順を踏んだ確認を行う。

4.留 意事項

今回、接種に用いようとするワクチンについては、今回の新型イン

フルエンザに対して初めて製造されたものであり、有効性や安全性、

今後の見通しなどについて現時点では不確実な面がある。ことに新た

な製造法、新たな添加剤等によるものは、実施にあたり慎重に行う必

要がある。そのため、これらについて十分に安全性の確保に努めると

ともに、医療関係者、国民等に幅広く情報提供を行う。

(1)安全性の確認について

ア 国内産ワクチンについて

今回使用される国内産の新型インフルエンザワクチンは、季節性

インフルエンザワクチン(HAワ クチン)と 同様の方法で製造される
ものである。したがつて、安全性については、季節性インフルエン

-72-



ザワクチンとほぼ同程度であると考えられる。なお、有効性につい

ても、ある程度期待されると判断される。

イ.輸入ワクチンの承認時の安全性、有効性の確保について

輸入ワクチンについては、

① 現時点では国内外での使用経験 。実績 (臨床試験を除く。)

がないこと

② 国内では使用経験のないアジュバント (免疫補助剤)(※
)

が使用されていること

③ 国内では使用経験のない細胞株を用いた細胞培養
(※)に よ

る製造法が用いられているものがあること

④ 投与経路が筋肉内であること

⑤ /Jヽ児に対しては用量が異なること

など、国内産ワクチンとは異なる。有効性については、ある程度

期待されると判断される。一方、我が国で大規模に接種した場合の

安全性に関しては、国内産ワクチンよりも未知の要素が大きく、そ

の使用等に当たつては、より慎重を期すべきとの懸念も専門家から

示されている.

※アジュバン ト (免疫補助剤):ワ クチンと混合して投与することにより、目的とす

る免疫応答を増強する物質。これにより、同じワクチン量でもより多くの者への

接種が可能となる。一般的に、副反応の発生する確率が高いことが指摘されてい

る。

※細胞培養 :フ クチンの製造方法の一種。鶏卵による培養よりも、生産効率は高い

とされるが、インフルエンザワクチンではこれまで世界で広く使用されるには至

っていない。また、一部の海外のワクチンについては、製造に使用される細胞に、

がん原性は認められないものの、腫瘍原性があるとされており、使用等にあたっ

ては、特に慎重を期すべきとの懸念も専門家から示されている。

したがって、健康危機管理の目的から、特例的に、通常の承認の

要件を緩和して、緊急に承認を与える場合であっても、薬事食品衛

生審議会において、

① 承認申請の際に添付される海外臨床試験成績等の資料に
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より、その安全性及び有効性について確認する、

② 国内での臨床試験中に、中間的に安全性について確認する

とともに特例的な承認後も、国内及び海外で実施されている臨床

試験における安全性及び有効性を引き続き確認していく。万が一、

安全性に問題があるおそれがある場合には、使用しないこと、使用

中止もあり得る。

ウ.安全性情報の収集、評価等について

国内産ワクチンを含め、ワクチンについては、短期間に多数の接

種が行われることとなるため、

①薬事法に規定する製造販売業者及び医薬関係者による副作

用報告

②接種事業による医療機関等から国への副反応報告

③欧米等の規制当局、WHOか らの安全性情報の入手

等により安全性情報の速やかな収集に努める。

また、その評価については、いわゆる紛れ込み事故 (※ )に留意し、

ワクチン接種との関連性や接種規模を踏まえた発生状況などについ

て専門家による評価を行い、迅速な安全対策を講ずることとする。

副反応を科学的に評価するための基礎的データを収集するシステム

について、専門家の意見を聞きながら検討する。

※ 紛れ込み事故 :予防接種後に身体に異常反応を疑う症状がみられた場合、ワク
チンの副反応が疑われるが、ワクチン接種によるもののほか、多数の接種を行

つた場合、偶発的に感染した疾病により引き起こされる等のワクチン接種と関

連ない場合も考えられ、そのようなものを指して紛れ込み事故と呼ぶことがあ

る。

工 健康被害の救済

以上の措置を講じたとしても、万が一、副反応による健康被害が

生じた場合の救済については、現行の予防接種法に基づく季節性イ

ンフルエンザの定期接種に関する措置を踏まえて必要な救済措置を

講じることができるよう検討を行い、速やかに立法措置を講じる。
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(2)積極的な情報開示、情報提供

新型インフルエンザワクチンについては、有効性や安全性に関する

知見について、不明確な面があるため、現時点の知見を明確にすると

ともに、ワクチン接種事業、ワクチンの優先順位、接種実施方法など

に関する政府の方針、責任所在などについて、国民の理解が得られる

よう、積極的に情報開示や説明を行う。特に輸入ワクチンについては、

性状、安全性および有効性に関する情報を国民に対して開示、説明す

る。

ワクチン接種はあくまでも個人の意思を尊重する。ワクチン接種事

業の実施主体者である国は、国民に対して、ワクチンの効果や限界、

リスク、製品特性 (製造法、アジュバント、チメロサール等防腐斉1等 )

について十分に説明し、理解を得た上で実施することとし、個人の意

思を軽視し、強制的に接種することなどがないよう留意する。そのた

め、接種の段階において、接種担当医等が被接種者又はその保護者に

対して、ワクチンの効果、 リスク、製品特性について十分に説明し、
理解、同意を得た上で接種することができるよう、国は接種担当医等

に対して、情報や資料の提供等の支援を行う。

(3)その他

現在、新型インフルエンザワクチンの接種回数は 2回を前提として

ワクチン確保を進めている。国産ワクチンについては、 10月 中旬に
1回接種後の有効性・安全性に係る臨床試験の中間結果が判明する予

定である。また、海外ワクチンについては海外の臨床試験において、

健康成人については 1回でも十分な効果が得られるとの結果が順次

報告されている。

接種回数については、当面、2回接種の方針に基づき、接種体制の

整備を進める。あわせて海外の状況等についての情報収集を進め、ま

た国内における臨床試験の結果等を勘案して、適宜、 1回接種の有効

性について専門家による評価を行い、必要に応じてワクチン接種計画

の見直しを行う。その際には、国民や関係者への周知を速やかに行う。
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なお、国際的なワクチン需給についても配慮し、途上国におけるワ

クチンアクセスの改善のための支援をする。

(参考)

(優先接種対象者)
・インフルエンザ患者の診療に直接従事する医療従事者 (救急隊員を含む)

約 100万 人
約 100万 人
約 900万 人

1歳～小学校低学年に相当する年齢の小児   約 1, 000万人
1歳未満の小児の保護者及び優先接種対象者のうち、身体上の理由により

予防接種が受けられない者の保護者等 約 200万 人

妊婦

基礎疾患を有する者

(その他の者 )
・小学校高学年、中学生、

・高齢者 (65歳以 L)

高校生に相当する年齢の者

約 1, 000万 人
約 2, 100万 人 (重複除く)

合計 約 5, 400万 人

※対象者数については、精査の段階で変更があり得る。

Λ
υ
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